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　住宅金融支援機構債券（マンション債券）積立制度（愛称：「マンションすまい・る債」）をご利用
いただき、誠にありがとうございます。
　このたび、「住宅金融支援機構マンション情報ＢＯＸ」2026年春夏号を発刊いたしました。
　この「住宅金融支援機構マンション情報ＢＯＸ」は、マンション管理・再生に関する有益な情報が
掲載された情報誌です。マンションすまい・る債を積み立てていただいているマンション管理組合さ
まへは冊子をお届けしています。
　今号の特集は前号の2025年秋冬号に引き続き「マンション関連法改正２」をテーマとしています。
関連するトピックについて有識者からご寄稿いただきました。

　マンションに居住している皆さまが、安全・安心な暮らしをしていくためにはマンションの適正な
維持・管理に努め、安全対策を進めていくことが重要であり、その一つとして、計画的な修繕等が不
可欠となります。今号が、お住まいのマンションの適正な維持管理や長く快適に住まい続けたいとお
考えの管理組合さまのご検討などにお役に立てば幸いです。
　「マンションすまい・る債」は、修繕積立金の計画的な積立てや適正な管理をサポートするため、
当機構が発行する債券です。
　今後も「マンションすまい・る債」のご利用をよろしくお願い申し上げます。

2026年７月
住宅金融支援機構

　今号掲載の「住宅金融支援機構マンション情報ＢＯＸ」の特集記事等については、当機構ホ
ームページ内の「マンションすまい・る債」ページにおいて、掲載いたしますので、管理組合
の皆さまに共有いただき、ご覧いただければと思います。
　なお、過去発行号の特集記事につきましても掲載しておりますので、併せてご覧いただけれ
ばと思います。詳しくは、下記ＵＲＬよりご覧ください。
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特集１

1.　はじめに
－マンションの再生等について

　マンションのストック数は約713万戸を超え（令
和６年末時点）、国民の１割以上が居住する重要な
居住形態となっていますが、建物の老朽化と区分所
有者の高齢化という「２つの老い」の進行に伴い、
外壁等剝落の危険や集会決議の成立の困難化等の課
題が深刻化しています。
　こうした課題に対応するためには、マンションの
新築から再生までのライフサイクル全体を見通し
て、その管理や再生の円滑化等を図ることが必要で
あり、令和７年通常国会において、「老朽化マンショ
ン等の管理及び再生の円滑化等を図るための建物の
区分所有等に関する法律等の一部を改正する法律」

（以下「改正マンション関係法」という。）が令和７
年５月23日に可決・成立、同月30日に公布され、一
部を除き令和８年４月１日に施行されました。
　この改正マンション関係法の改正内容は、「①管
理の円滑化等の推進」、「②再生の円滑化等の推進」
及び「③地方公共団体の取組の充実」の３本柱で構
成されており、改修（共用部分の変更）や建替えを
より円滑に実施するための措置や、多数決による区
分所有建物の再生・区分所有関係の解消を可能とす
る新たな仕組みが設けられています。
　具体的には、建物の区分所有等に関する法律（昭
和37年法律第69号。以下「区分所有法」という。）
の改正により、従来の建替え決議に加えて、区分所
有建物を再生するための仕組みとして建物更新決議
及び再建決議が、区分所有関係を解消するための仕
組みとして建物敷地売却決議、建物取壊し敷地売却
決議及び敷地売却決議が、そして、区分所有建物を
取り壊す仕組みとして取壊し決議が設けられまし

国土交通省住宅局
参事官（マンション・賃貸住宅担当）付

た。また、マンションの再生等の円滑化に関する法
律（平成14年法律第78号。マンションの建替えの円
滑化等に関する法律から題目を改称しており、以下

「マンション再生円滑化法」という。）として、区分
所有法に基づくこれらの決議に対応した事業手続き
が整備されています。
　国土交通省では、これまで、マンションの改修や
建替え等を促進するためのマニュアル等を作成・公
表してきましたが、改正マンション関係法で措置さ
れた新たな再生手法やそれらに対応した事業手続き
等について、実務上広く受け入れられるよう、令和
７年度に「マンションの再生等に係るマニュアル等
に関する検討会」を開催しました。
　学識経験者等で構成され、独立行政法人住宅金融
支援機構（以下「JHF」という。）にも参加いただ
いた本検討会において、現行のマニュアル等の全体
構成及び内容の抜本的見直しを行うための検討を進
め、パブリックコメントも実施した上で、図１に示
す①～⑨のマニュアル等を令和８年３月31日に公表
しました。　
　本稿では、以下の①～⑨のマニュアル等の位置付
け、ポイント等についてそれぞれ解説します。
　①マンション再生等手法の比較検討マニュアル
　②マンション再生実務マニュアル
　③マンション等売却実務マニュアル
　④マンション除却事業の解説
　⑤マンション改修マニュアル
　⑥団地型マンション再生等マニュアル
　⑦被災マンション再生等のための制度解説
　⑧マンション再生事業等に関する認可等マニュア

ル
　⑨要除却等認定実務マニュアル
　

―マンションの再生等の更なる円滑化に向けて―

マンションの再生等に係るマニュアル等の公表
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（２）ポイント・留意点
　比較検討マニュアルは、管理組合として、いずれ
かの再生等手法で再生等を計画することの合意（以
下「推進決議」という。）を得ることまでをゴール
として、主に以下のア．～ウ．を情報提供すること
を目的としています。

ア．改正マンション関係法のポイント
イ．各再生等手法の概要
ウ．再生等の発意から、推進決議までの初動

期における合意形成の進め方
　特に、ウ．について、マンションの再生等の実現
に向けては、区分所有法に基づく決議までの合意形
成を適切に行うことが重要です。そのプロセスとし

図１　マンションの再生等に係るマニュアル等

2.　各マニュアル等の概要
①マンション再生等手法の比較検討マニュアル

（１）位置付け
　今般の改正マンション関係法により、マンション
の再生等について多様なマンションの再生等手法

（図２参照）を選択することが可能となったため、
管理組合においては、多様な手法の中から最もニー
ズにあった手法を適切に選択することが必要となり
ます。
　一方、マンションは、物理的に１つの建物を多く
の区分所有者が所有しているため、再生等の実施に
当たっては、共同して意思決定を行うことが必要で
あり、再生等に際して負担可能な費用、現住地への
居住継続希望などについて、区分所有者の様々な立
場や意向を考慮して検討を進めることが求められま
す。
　このため、一般的な単棟型のマンションを想定し、
区分所有法による建替え決議等に向けた合意形成の
基本的な進め方を解説するものが「マンション再生
等手法の比較検討マニュアル」（以下「比較検討マ
ニュアル」という。）となります。

図２　マンションの再生等手法

特集１　マンションの再生等に係るマニュアル等の公表
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事業推進上発生し得る問題点等を踏まえ、実務に携
わる専門家等の視点から、想定される対応方法、計
画立案上の留意点等を示しています。

（２）ポイント・留意点
　マンション再生事業の基本的な流れとしては、２．
①（２）でも述べたとおり、「準備段階」→「検討段階」
→「計画段階」→「実施段階」という段階を踏んで
いくことが想定され、比較検討マニュアルでは、「準
備段階」及び「検討段階」を踏まえた推進決議まで
の流れを解説しています。
　一方、再生実務マニュアルでは、推進決議後、管
理組合として、各区分所有者の合意形成を図りなが
ら、建替え計画等を策定し、建替え決議等を目標と
した活動を行う「計画段階」に移り、決議の成立後
には、マンション再生円滑化法の所定の手続き等を
踏まえ、マンション再生事業を着実に進めるための

「実施段階」までの一連の流れを解説しています（図
４赤枠参照）。

　また、実務者の立場からも、早い段階から事業推
進上の課題を的確に抽出した上での対策の検討、事
業計画の策定等がこれまで以上に望まれており、再
生実務マニュアルにより、実務者に必要な知識やノ

て、再生等の提起のための検討を行う「準備段階」
→再生等の構想の検討を行う「検討段階」→再生等
計画を策定する「計画段階」という３つの段階を踏
みながら、合意のレベルを着実に高めていくことが
必要です。
　各段階の活動主体や活動の目的・内容は図３赤枠
に示すとおりですが、比較検討マニュアルでは、推
進決議までを解説し、その後の決議までの合意形成
を図る「計画段階」や決議後に事業を進める「実施
段階」については、後ほど紹介する「マンション再
生実務マニュアル」等を活用いただく構成となって
います。

　また、比較検討マニュアルは、管理組合による活
用を主に想定していますが、管理組合を支援するマ
ンション管理士やマンション管理業者、マンション
の再生等を支援する建築・まちづくりコンサルタン
ト等の専門家や地方公共団体担当者にとっても、再
生等の検討・支援に当たって参考となる内容となっ
ていますので、ぜひご活用ください。

②マンション再生実務マニュアル
（１）位置付け
　「マンション再生実務マニュアル」（以下「再生実
務マニュアル」という。）では、マンションの再生
等手法の比較検討の結果、建替え又は建物更新（以
下「建替え等」という。）に向けた推進決議を行っ
たマンションを対象としています。
　具体的には、建替え決議又は建物更新決議（以下

「建替え決議等」という。）における法律上の手続き、
実施計画の策定等の実務について、検討すべき課題、

図３　比較検討マニュアルの解説範囲

図４　マンション再生事業の基本的な流れ
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り、実務者に必要な知識やノウハウについてとりま
とめています。

④マンション除却事業の解説
（１）位置付け
　マンションの再生等に関する新たな事業手続き
は、マンション再生事業、マンション等売却事業及
びマンション除却事業の大きく３つに分類されま
す。
　マンション除却事業は、区分所有者の自己負担の
もと、マンションの除却のみを行う事業であり、マ
ンション再生事業のように、新たなマンションの建
築等を行うものではなく、マンション等売却事業の
ように、マンションや敷地の売却による対価を得ら
れるものではありません。
　このため、基本的には、マンション除却事業が、
マンションの再生等を進めるために積極的に選択さ
れる手法ではない点を考慮し、「マンション除却事
業の解説」では、合意形成の進め方や実務的な内容
を最小限に絞り、同事業に関する制度的な解説に留
めています。

（２）ポイント・留意点
　支出はあるが、収入がないというマンション除却
事業の特徴を鑑み、事業実施に当たっては、資金調
達の方法を含む資金計画が重要です。
　除却費用（建物の解体費用）を負担するのは、マ
ンション除却事業の賛否によらず各区分所有者であ
ることから、管理組合において、解体費用を事前に
積み立てておく（解体積立金／解体準備金）など、
中長期的な計画に基づいて必要な費用を準備してお
くことが望ましいと考えられます。

⑤マンション改修マニュアル
（１）位置付け
　マンションにおける居住環境を良好な状態に維持
又は改善し、その資産価値を維持していくためには、
マンションの改修も有効な手法の１つです。
このため、改修手法の普及を図り、マンションの改
修の可能性に対する認識向上を目的として作成した
のが「マンション改修マニュアル」（以下「改修マニュ
アル」という。）です。
　具体的には、改修工事の基本的な考え方や合意形
成の進め方等を解説しているほか、既存性能の維持
回復を目的とした修繕に加え、ニーズに応じた性能
向上工事（耐震改修、省エネ改修等）に関する具体
的な工法等を解説しています。

ウハウをとりまとめています。
　なお、再生実務マニュアルでは、推進決議から建
替え決議等までの進め方、建替え決議等の法定手続
き、マンション再生円滑化法に基づく事業実施の手
続き等については、建替えと建物更新で共通的に記
載しています。一方、建替えと建物更新で大きく異
なると考えられる実施計画の策定実務については、
建替え編と更新編に分け、選択する手法に応じて参
照できるようにしています。

③�マンション等売却実務マニュアル
（１）位置付け
　「マンション等売却実務マニュアル」（以下「売却
実務マニュアル」という。）では、建物敷地売却、
建物取壊し敷地売却又は敷地売却に向けた推進決議
を行ったマンションを対象としています。
　具体的には、建物敷地売却決議、建物取壊し敷地
売却決議又は敷地売却決議（以下「売却決議」とい
う。）における法律上の手続き、売却計画の策定等
の実務について、再生実務マニュアルと同じく、実
務に携わる専門家等の視点から、想定される対応方
法、計画立案上の留意点等を示しています。

（２）ポイント・留意点
　今後、マンションの建替え等を行う場合には、保
留床の販売による収益の確保が難しくなり、取壊し
及び再建費用のほか、転居及び再入居の手間や費用
も要するなど、区分所有者の負担が大きくなってい
ます。これらの費用等を負担することが困難な場合
には、建物及び敷地の売却も考えられますが、立地
等の関係上、買受人が決まらず、各区分所有者が自
ら応分の解体費用を負担し、事業の推進主体となっ
て事業を進めることが必要となることも想定されま
す。
　また、区分所有法の改正により、売却決議が新た
に位置付けられ、要除却等認定（「⑨要除却等認定
実務マニュアル」で詳述）を受けていない通常のマ
ンションについても、マンション再生円滑化法上の
事業手続きを利用した売却が可能となり、売却後の
建物や敷地の活用も、購入した買受人の判断に委ね
られました。
　このように、事業環境や区分所有者等のニーズに
応じた手法を選択できるように措置されているとこ
ろ、マンション等の売却が円滑に行われるよう、主
体となる管理組合や支援する専門家等が、関連制度
の内容、合意形成方策等を十分に理解し、事業に取
り組むことができるよう、売却実務マニュアルによ

特集１　マンションの再生等に係るマニュアル等の公表
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⑦被災マンション再生等のための制度解説
（１）位置付け
　マンション関係法のうち、区分所有法の改正によ
り、これまでは、被災区分所有建物の再建等に関す
る特別措置法（平成７年法律第43号。以下「被災区
分所有法」という。）にのみ規定されていた再建等
の決議が設けられるとともに、被災区分所有法の改
正により、政令指定災害で被災したマンションの建
替え等の多数決割合を緩和する特例が設けられるな
どしています。
　「被災マンション再生等のための制度解説」（以下

「被災制度解説」という。）では、大規模災害の発生
に向けた備えとして、被災マンション再生等のため
の制度解説を行うことで、被災時のマンションの再
生等の円滑化を図りつつ、管理組合における事前防
災の取組を促すことを目的としています。

（２）ポイント・留意点
　被災制度解説では、被災したマンションの再生等
のための制度について、プロセス全体を通じて解説
していますが、合意形成の進め方や実務的な内容に
ついては、被災時の場合と平時の場合で大枠は共通
するものと考えられます。
　このため、再生等手法の検討段階では、比較検討
マニュアルを、その後の決議に向けた検討や事業実
施の段階については、再生実務マニュアル等の各種
マニュアルも合わせて参照してください。

⑧マンション再生事業等に関する認可等マニュアル
（１）位置付け
　マンション再生事業等の事業手続きでは、円滑な
事業実施を図る観点から、権利変換計画の策定、登
記の一括申請等の機能付与など、行政法的な特別の
措置を講じることとしており、その対象は住宅政策
の観点から、一定の公益性のあるマンションの建替
え等に限定した上で、事業計画等に関して、都道府
県知事等の認可を要することとしています。
　「マンション再生事業等に関する認可等マニュア
ル」（以下「認可等マニュアル」という。）は、地方
公共団体が認可等を行うに当たっての認定基準に関
する基本的な考え方、審査基準、協議手続き等を解
説することにより、地方公共団体における的確かつ
円滑な事業運用に資することを目的としています。

（２）ポイント・留意点
　認可等マニュアルは、今後の活用が特に見込まれ
るマンション再生事業及びマンション等売却事業に

（２）ポイント・留意点
　改修マニュアルは、日頃のマンションの維持修繕、
大規模修繕等のタイミングで、マンションの改修に
よる性能向上を検討する管理組合の皆様による活用
を主に想定しています。一方で、管理会社、建築士
やマンション管理士等の有資格者等の専門家が、管
理組合における大規模修繕や改修に向けた取組を支
援する上でも、改修マニュアルが有効に活用される
よう、改修手法に関する専門技術的な内容も盛り込
んでいます。
　また、改修マニュアルを用いたマンションの改修
の検討の結果、建替え等の手法を検討する可能性も
あることから、手法や目的に応じ、他のマニュアル
等も合わせて参照する必要があることに留意してく
ださい。

⑥団地型マンション再生等マニュアル
（１）位置付け
　複数の建物（マンション等）から構成される団地
形式のマンション（以下「団地型マンション」とい
う。）では、団地全体を一斉に建替え、売却あるい
は改修といった手法で再生等をするのは困難な場合
もあります。この場合、団地全体の中で、再生等の
実施時期を分ける、あるいは、部分的に異なる再生
等手法を選択することも想定されるため、団地型マ
ンションの再生等に向けては、単棟型マンションと
は異なる取組が必要とされます。
　このため、「団地型マンション再生等マニュアル」

（以下「団地型マニュアル」という。）では、団地型
マンションの再生等にスポットを当て、団地管理組
合が再生等の検討や合意を進める際の検討事項やそ
の内容、合意形成ヘの取組方法やその進め方等につ
いて解説しています。

（２）ポイント・留意点
　団地型マニュアルでは、団地型マンションの再生
等に向けた２つの大きな方策である「①建物の再生
等（建替え／改修／売却）」と「②団地生活の活性
化（生活支援サービスの導入等）」のうち、特に「①
建物の再生等」に取り組む団地型マンションにおい
て、適切な検討・計画立案の上で、円滑な合意形成
を図るための基本的な進め方の解説を主な内容とし
ています。
　一方、単棟型マンションと共通する事項について
は、再生実務マニュアル等でより実務的な内容等を
解説していますので、適宜参照してください。
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ることが期待されます。

3.　JHFによる融資制度等
　JHFでは、マンションのライフサイクルに応じた
金融サービスの提供や情報発信によりマンションの
維持管理・再生等を支援しています。今回公表した
①～⑨のマニュアル等においても、関連するJHFに
よる各種取組を紹介していますが、本稿では、マン
ションの長寿命化・再生等に特に有効であると考え
られる以下の①～③の融資制度等についてご紹介し
ます。
　①マンションすまい・る債
　②マンションすまい・る融資※

　③まちづくり融資
※「マンションすまい・る融資」は、「マンション

共用部分リフォーム融資」の愛称です。

①マンションすまい・る債
　まず、将来の大規模修繕への備えとして、修繕積
立金の計画的な積立てを支援するため、管理組合向
けに「マンションすまい・る債」が発行されています。
　マンションすまい・る債は、JHFが国の認可を受
けて発行している利付10年債であり、毎年１回定期
的に利息が支払われることとなっています。また、
大きなメリットとして、「マンションすまい・る融資」

（②で後述）の借入金利が年0.2%引き下げられるほ
か、同融資の保証料について、約２割の割引を受け
られることとなっています。
　令和８年度マンションすまい・る債の募集は、令
和８年４月13日（月）から令和８年10月９日（金）
となっており、応募は先着順となりますので、応
募をご希望の場合はお早めにご検討ください。

＜JHFウェブサイト＞
https://www.jhf.go.jp/kanri/smile/
index.html	  

②マンションすまい・る融資
　次に、実際に共用部分の大規模修繕を行う場合
においては、JHFから管理組合に対する融資制度と
して「マンションすまい・る融資」があります。
　マンションすまい・る融資は、外壁塗装、屋上防
水、エレベーター改修等の共用部分の修繕、改修
工事を対象とした管理組合向けの融資制度であり、
借入申込み時点で返済額が確定し、返済計画が立
てやすくなるよう、全期間固定金利である、一定

関して、地方公共団体の役割、認可に当たっての審
査基準、提出を求める書類等について詳しく解説さ
れています。
　申請者として必要な手続き、必要書類等について
は、再生実務マニュアルや売却実務マニュアルで詳
述していますが、事業手続き等を進めていく中では、
地方公共団体との調整等を必ず要することになるた
め、必要に応じて認可等マニュアルも合わせて参照
するようにしてください。

⑨要除却等認定実務マニュアル
（１）位置付け
　要除却認定（除却の必要性に係る認定）制度は、
改正前のマンションの建替えの円滑化等に関する法
律で規定されていた、以下の①～⑤の事由に該当す
る除却の必要性が高いマンションを特定行政庁が認
定する仕組みであり、老朽化が進み、維持修繕が困
難なマンションの建替え等の円滑化を図る制度とし
て運用されてきました。
　①耐震性不足
　②火災安全性不足
　③外壁等剝落危険性
　④配管設備腐食等
　⑤バリアフリー不適合
　今回のマンション再生円滑化法への改正により、
認定内容が拡充され、要除却認定を解消する方法と
して、従来の「除却」に「更新」が追加され、制度
の略称が「要除却等認定」に変更となったほか、そ
の位置付けが大きく見直されました。
　このため、「要除却等認定実務マニュアル」では、
要除却等認定への見直しの全体像、要除却等認定基
準への該当性に係る調査・判定方法、要除却等認定
申請手続きの方法等を解説することにより、要除却
等認定制度の的確かつ円滑な運用に資することを目
的としています。

（２）ポイント・留意点
　要除却等認定の取得が検討されるケースとして
は、マンションの再生を円滑に進めるための特例制
度（容積率又は高さ制限の緩和の特例、JHFによる
除却等の資金融資等）を活用することが合理的と判
断される場合や、改正区分所有法の客観的事由の該
当性に関する公的な判断を得たい場合等が考えられ
ます。
　要除却等認定制度の活用を通じ、マンションの将
来像を検討し、建替え等のみならず、改修による長
寿命化等も含め、マンションの再生等方針を検討す

特集１　マンションの再生等に係るマニュアル等の公表
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いて、除却後にマンションが再建されない場合でも、
まちづくり融資の対象となりました。
イ．まちづくり融資（高齢者向け返済特例）
　まちづくり融資（高齢者向け返済特例）は、マン
ション再生事業等により供給される住宅について、
満60歳以上の高齢者が増床負担金等を融資により負
担する場合、返済期間を借入申込み人全員の死亡時
までとし、毎月の支払いを利息のみとする制度です。
　まちづくり融資（高齢者向け返済特例）について
も、今般のマンション関係法改正により、新たに創
設された事業手続きであるマンション更新事業等が
保証なしコースの融資対象となるなど、拡充されて
います。

＜JHFウェブサイト＞
https://www.jhf.go.jp/kanri/machizukuri_tanki/
index.html

４．おわりに
　①～⑨の各種マニュアル等の公表に合わせ、国土
交通省ウェブサイトでは、マンションの再生等に関
する相談窓口、補助・融資・税制特例、マンション
再生事業等に関する必要書類の参考様式等も掲載し
ています。
　特に、３．で解説した①～③の融資制度等のうち、
マンションの再生等の場面での活用が特に見込まれ
るマンションすまい・る融資とまちづくり融資の２
つについては、概要資料の掲載等を行っていますの
で、ぜひご確認ください。
　管理組合をはじめとする関係者の皆様におかれま
しては、今般公表したマニュアル等をぜひ積極的に
ご活用いただき、ご自身のマンションの再生等に関
する検討や円滑な合意形成などに向けた契機として
いただくようお願いいたします。

＜国土交通省ウェブサイト＞
「マンションの再生等について」
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/
jutakukentiku_house_tk5_000050.html

の条件を満たした場合には担保が不要であるなどの
特徴があります。
　また、以下のア．～ウ．に該当する場合には、そ
れぞれマンションすまい・る融資の融資金利が年
0.2%引き下げられる仕組みとなっています（併用が
可能）。

ア．耐震改修工事、浸水対策工事又は省エネル
ギー対策工事を行う場合

イ．マンションすまい・る債を積み立てている
場合

ウ．マンション管理計画認定を取得している場
合

　なお、一部の地方公共団体では、JHFからマンショ
ンすまい・る融資を受けた管理組合に対し、利子補
給を行うなどの独自の支援制度を設けている場合が
ありますので、マンションが所在する地方公共団体
のHP等も合わせて確認するようにしてください。

＜JHFウェブサイト＞
https://www.jhf.go.jp/kanri/
mansionreform_kanri/index.html

③まちづくり融資
　最後に、マンションの再生等手法のうち、マンショ
ンすまい・る融資による融資が可能なマンションの
改修を除く、マンションの再生、売却及び除却の３
つに対しては、今般の改正マンション関係法の改正
により、マンション再生事業等に係る資金調達を支
援するための融資制度であるまちづくり融資が拡充
されています。
ア．まちづくり融資（マンション再生事業等）
　まちづくり融資（マンション再生事業等）とは、
老朽化マンションの再生等を支援するため、マン
ション再生事業等を対象とした、個人、中小事業者
又は事業を行う組合（マンション再生組合等）向け
の融資制度となります。
　まず、今般のマンション関係法の改正により新た
に創設された再生手法であるマンション更新事業、
マンション除却敷地売却事業及びマンション除却事
業については、各事業に対する融資が可能となるよ
うに制度が拡充されています。
　また、要除却等認定マンションについては、外壁
等剝落による危害の発生など、周辺住民への危険性
が高く、速やかな除却等が求められます。このため、
要除却等認定マンションの除却等に必要な費用につ

8
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はじめに  
　区分所有マンションは我が国において重要な居住
形態の一つであり、1950年代後半から全国各地で建
設され、現在では人口のおよそ１割が居住していま
す。一方で築後40年以上経過した「高経年化マンショ
ン」が全体の２割を占めてきており、そのうち世帯
主の年齢が７０才以上の住戸が５割を超えるなど、
マンションの老朽化と住民の高齢化の「２つの老い」
が進んでいます(図１)。
　このような中、昨年５月にマンションの管理の円
滑化と再生の円滑化等の推進ならびに地方公共団体
の取組みの充実を図るため「老朽化マンション等の
管理及び再生の円滑化等を図るための建物の区分所
有等に関する法律等の一部を改正する法律（以下「改
正法」といいます）」が、第217回国会にて可決され、
本年４月にその大部分が施行されました。
　本稿では、改正法に至る背景と改正法のポイント
のほか、改正法がマンションの将来の再生に与える
影響について前段でご説明し、後段で当協会のマン
ション再生の相談体制についてご紹介させていただ
きます。

特集２
今後の高経年マンションの円滑な再生のために

～（一社）再開発コーディネーター協会の役割について～

(一社)再開発コーディネーター協会
マンション建替相談室

【図１】 高経年マンションの現状

　なお、本稿におけるマンション再生に係る指摘等
については、当協会独自の見解に基づくものである
ことをあらかじめ申し添えます。

１．マンション関連法の経緯とあらまし
　マンションに関する法律については、１つの建物
を複数の所有者で区分して使用するため、1962年に
区分所有法が制定されました(表１)。

【表１】 区分所有マンションに関する法律の系譜
年次 主たる事項

1962年
(昭和37年)

共用部分の変更：原則全員同意
建替え：規定なし

1983年
(昭和58年)

共用部分の変更：3/4以上の賛成
建替え：4/5以上の賛成

1995年
(平成7年)

2000年
(平成12年)

2002年
(平成14年)

2006年
(平成18年)

計画的な耐震改修促進・強化

耐震化促進のための規制強化

被災建物の取壊し・売却決議創設

2014年
(平成26年)

マンション敷地売却制度、容積率の緩
和特例制度創設

2016年
(平成28年)

一定の要件を満たす団地の再開発

2018年
(平成30年)

複数棟型敷地売却制度

2020年
(令和2年)

基本送信の策定、管理計画認定制度、
敷地部活制度創設

区分所有法改正
管理適正化法改正
マンション再生円滑化法（旧円滑化法）改正

マンションの建替えの円滑化等に関する法律制
定(円滑化法)

耐震改修促進法改正

法制度の制定・改正

建物の区分所有等に関する法律制定
(区分所有法)

区分所有法改正

耐震改修促進法制定

マンションの管理の適正化の推進に関する法律
制定(管理適正化法)

管理適正化法改正

2025年
(令和7年)

改正法
施行

新築から再生まで管理・再生の円滑化
の推進、決議の円滑化、財産管理制
度、新たな再生手法の創設 ほか

2013年
(平成25年)

耐震改修促進法改正

被災マンション法改正

円滑化法改正(※法名改正)

円滑化法改正

都市再生特別措置法・都市再開発法改正
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　その後建物の経年劣化が進むにつれ、その管理や
処分行為の決議が当時の法律では全員同意によるこ
ととされ、合意形成の難しさが問題化してきました。
　そこで、1983年に区分所有法が改正され、管理組
合の法人化や、集会決議での多数決による決議など
が措置されました。その後2002年に、多数決により
建て替えを決議したマンションの建替えを円滑に進
めるために「マンションの建替えの円滑化等に関す
る法律（その後2006年に「マンション建替え等の円
滑化に関する法律」に改名）」が制定されました（以
下「円滑化法」といいます）。
　多数決の合意によるマンションの建替え等の事業
性が円滑化法の制定により担保されました。しかし
ながら老朽化、高経年化したマンションの再生（建
替えや敷地売却）は依然としてその合意形成に多大
な労力と時間を要する事例がある事や、集会での決
議の困難化の課題が顕在化していました。そのため

マンションの新築から再生までのライフサイクル全
体を見通して、その管理・再生の円滑化等を図る事
が重要(図２)との観点から、改正法が成立しました。

２．改正法の概要（改正の経緯とあらまし）
　今回の改正では、大きく３本の柱を軸として、マ
ンション新築から再生までのライフサイクル全体と
して、適正かつ円滑な再生方法を選択する事が可能
となりました(図３)。

（１）管理の円滑化等
　居住するマンションを適正な管理を行い、長寿命
化を図ることは、経済合理性の観点からみて、今後
はより一層重要になると考えられます。
　その為マンションの分譲当初から適切な管理等が
開始できる事が望ましく、今回の改正では、マンショ
ンの新築時の段階で、分譲事業者(不動産会社等)が

【図３】 改正法のポイント(3つの軸)

【図２】 マンション管理・再生の考え方

特集２　今後の高経年マンションの円滑な再生のために
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あらかじめ管理計画を作成し、都道府県知事等に当
計画の認定の申請ができる旨の規定が設けられまし
た。
　そのほかにも、マンションの高経年化とあわせ、
分譲当初より居住する区分所有者も高齢化し、管理
組合役員の担い手が不足しているマンションが増え
てきている事を踏まえ、管理会社等の管理業者が管
理者となる場合において、管理業者自らが修繕工事
等の管理工事を受注する、いわゆる「自己発注」と
なる場合においては、「利益相反」となる可能性が
あることから、予め説明会を開催し、法で定められ
た事項について、説明しなければならない旨の規定
が設けられました。
　その他にも、共用部分の変更決議について、多数
決要件の緩和等の措置も講じられました。

（２）再生の円滑化等
　マンションの高経年化、老朽化等によりマンショ
ンを建替え、またはマンションとその敷地を第三者
の買受人に売却（マンション敷地売却）する場合に
おいては、これまで区分所有者の４／５以上の多数
決の決議で行う事ができましたが、今回の改正に
よって、上記以外の再生方法（建物更新、建物取り
壊し敷地売却など）においても同様に多数決の決議
によることが可能となりました（図４）。

　加えて耐震性が不足しており、上記の再生の必要
性が高いマンションにあっては、決議要件が緩和（耐
震性不足の場合３／４以上、被災マンションの場合

２／３以上）されました。
　そのほかにも、団地の建替えの際の多数決要件の
緩和や、賃貸される方の賃貸借終了の規定も設けら
れました。
　また、マンションの再生（建替え等）を行う場合、
建替えたマンション住戸のうち、余剰住戸は保留床
として一般に分譲する事は、区分所有者の事業費負
担の軽減を図るためにも重要であり、円滑な合意形
成と事業推進を判断する上で大きなポイントのひと
つとなります。
　マンションの中では既存のマンションが既に自治
体が指定する基準容積率を使い切っている、または
オーバーしている（既存不適格状態）ものもあり、
そのようなマンションの場合、再生計画成立のハー
ドルが一段と高くなります。
　今回の改正では、上記のマンションの事業性を向
上させる効果が期待できる、マンションの隣接地（隣
接施行敷地）や借地権マンションの場合の底地権者
と共同でマンションを建替える場合においては、そ
の隣接地所有者や底地権者についてもマンションの
区分所有者と同様に事業当初の段階から事業参画
し、所有する権利について新しく建設されるマン
ションへ「権利変換」ができる様になりました。
　上記の他にも、新たなマンションの床面積を確保
する為、これまで特定行政庁の許可により容積率制
限の緩和の特例が認められていましたが、耐震性不
足のマンションにあっては、今回あらたに高さ制限
についても緩和の特例が認められました。

（３）地方公共団体の取組の充実
　マンションの高経年化にともない、空家の増加や、
所有者が行方不明である住戸が増える事などで、「ス
ラム化」が進行し、マンションの管理が適切に行わ
れないことが懸念されており、実際に近年外壁の剥
落などにより、マンション外部に対しても危険な状
態となっている事例が増えてきています。
　今回の法改正では、こうした管理不全により「危
険な状態」に陥った、またはそのような状態になり
つつある管理不全マンションについて、地方公共団
体がそのマンションの管理組合に対して助言や指
導、勧告、専門家の斡旋等を行う旨の規定が設けら
れました。
　今回の改正により管理不全マンションについて

【図４】マンション再生等の概念図
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は、これまでのように管理組合の「自発的な管理」
を期待するだけではなく、地方自治体の役割として、
健全な居住ストックとしてのマンションの維持管理
を積極的に働きかける事で状態の改善が期待されま
す。
　また、上記地方自治体への権限強化を図ると同時
に、マンション管理等に取り組む民間の事業者の協
力を得て、マンションの管理・運営の円滑化を支援
する体制を構築する事も重要であるとされ、今回の
改正で、区分所有者の意向把握や合意形成の支援等
の取組を行っている民間団体について、地方公共団
体が「マンション管理適正化支援法人」として登録
することができる制度が創設されました。

3．マンション再生の現状（調査を通して）
（１）建替え等の実施状況(国土交通省調査より)
　前述のとおり2002年の区分所有法の改正により建
て替え決議の要件が緩和（多数決）され、併せて決
議後の建替えの事業規定を定めた円滑化法が施行さ
れることにより、マンションの再生手法として建替
えが普及することとなりました。その後も要除却認
定制度およびマンション敷地売却制度が創設(2014
年法改正)され、建替えと同様に多数決要件を満た
すことによりマンションの敷地を売却する事が可能
となりました。
　(グラフ１)は、国土交通省調査による、2004年以
降における区分所有マンションの建替え等の実施状
況です。このグラフによると、2024年現在での円滑
化法による建替えは133件、敷地売却は17件、マン
ション建替え円滑化法によらない建替えも含め全体

で340件(26,000戸)となっており、マンション総住戸
数(713万戸)の凡そ0.3％となっています。

（２）建替えに要する期間(当協会調査より)
　当協会で2021年度の独自調査として、円滑化法に
よるマンション建替事業を実施完了した地区(2006
～ 2021)のうち、ヒアリング等により情報が得られ
た71地区について調査した結果によれば、
①竣工から建替え決議までの期間
　(グラフ２)では、36年～ 40年の間が最も多く、３
回目の大規模修繕工事を控えた時期に再生検討を開
始するマンションが多いと考えられます。
　一方で直近(2015 ～ 2021)で建替完了したマンショ
ン(以後「直近24地区」といいます)をみると、築後
51年以上が突出して多く、これは当初から再生検討
を行っていましたが、円滑化法が制定さたことによ
り建替えによる再生が実現した地区があったと考え
られます。

②再生検討開始から建替え決議までの期間
　(グラフ３)では、71地区全体および直近24地区は、
いずれも平均7.6年でした。内訳をみると、全71地【グラフ１】 マンション建替え等の実施状況

【グラフ２】 従前マンション竣工から建替え決議までの期間

【グラフ３】再生検討開始から建替え決議までの年数

特集２　今後の高経年マンションの円滑な再生のために
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区では５年以内が48％で一番多かった一方、直近24
地区では５年以上10年以内が45％で一番多く、検討
開始から建替え決議までの時間が長くなっていま
す。要因として全71地区では円滑化法制定前より検
討を行っていて、法制定を機に建替えが一気に進ん
だ地区が多くあったのに対し、直近では、工事費の
高騰などの要因により、合意形成に時間を要してい
ることが考えられます。

（３）区分所有者の建替費用負担の状況
　　 (国、当協会調査より)
　建替え等の再生事業における事業費は前述のとお
り、大きく分けて、①：再入居する区分所有者の負
担（権利者負担金）と、②：①以外の余剰床（保留
床）を参加組合員等の第三者に売却する際の譲渡金

（保留床処分金）で賄う事が一般的であり、区分所
有者の負担額の多寡が事業成立の大きな要件となり
ます。当協会の独自調査(表２)によれば、還元率（従
前の専有面積に対し建替え後等価で取得できる専有
面積の割合）の推移は、全71地区では全体で90％近
くであったのに対し、直近24地区では全体で75％ (単
棟型は67％ )程となっており、権利変換により等価
で取得できる床面積が減少しています。

　また国土交通省の調査(グラフ４)によれば、近年
の建替えたマンションでは、新たに生み出される床
が少なくなっている傾向がみられ、処分できる床面
積が減少しています。その結果区分所有者が負担す
る費用が年々増えており、最近の事例では（2017
～ 2021）、区分所有者一人当たり平均で1,900万円以
上の負担となっており、区分所有者の負担額が増加
傾向にあります。

（４）建替え後の容積増進率(協会調査より)
　マンション建替事業の事業費の負担を抑えるため
に区分所有者が建替え後に取得する床以外の床（保
留床）について計画の中でどれだけ確保できるのか
は事業成立の大きな判断材料と言えます。建替え後
の容積増進率（建替え前のマンションの床面積に対
する建替え後の床面積）について、これまで建替え
が完了した地区を単棟型、団地型で整理（グラフ５）
すると、団地型では、直近24地区が全体71地区と比
べて減少傾向にあります。団地型の多くは郊外部に
立地しており、マンションとしての需要が限定的な
事や、マンション敷地を建替えの際に余剰床(保留
床)として分譲せずに、戸建て住宅用地等として売
却（保留敷地）することで事業費を捻出する地区が
増えた事が考えられます。
　また容積増進率は全体平均でも180％以上ある事
から、マンションの建替えでは従前の倍程度の床面
積が計画でき、かつ保留床の処分(分譲)できる好条
件のマンションで建替えが行われている事が考えら
れます。

【表２】 マンション建替事業における還元率

【グラフ４】建替えに際しての区分所有者の負担額の増加

【グラフ５】 建て替え後の容積増進率

単棟型 団地型 全体

84.0% 97.1% 89.8%

67.2% 85.8% 74.3%

※2 2015年4月～2021年3月までに円滑化法で建替え完了した地区を対象

全71地区
(判明59地区) ※1

直近24地区
(判明21地区) ※2
※1 2021年3月までに円滑化法で建替え完了した地区を対象
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4．今後のマンション再生で留意すべき点
（１）マンション再生は総合的な判断で
　高経年マンションの再生方法としては、これ迄、
管理の延長での既存マンションの修繕や改修を行う
方法や、多数決決議によるマンションの建替え（マ
ンション建替事業）やマンションとその敷地を売却

（マンション敷地売却事業）する方法のほかに、権
利者の全員同意による建替えの方法がありました
が、本年４月から多数決の決議による建物更新や除
却等の選択肢が増えることになりました（表３）。

　これらの選択肢の中から管理組合として、自らの
マンションの再生方法としてどの方法を選択するの
がよいかの判断は、一般的にそのマンションの現在
の状態（老朽化や耐震性能の状態、立地条件など）
に加えて、各手法を選択した際に区分所有者がどの
程度費用負担となるのかも含め、総合的に判断する
ことが重要です。

（２）今までのマンション再生（建替え・敷地売却）　
　　 について
　2024年現在、全国各地で凡そ150地区(グラフ１)の
マンションが円滑化法による多数決決議を経て再生

（マンション建替え、マンション敷地売却）が実現
されてきました。そのうち当協会でこれまで凡そ90
のマンションの建替事業完了事例について実現の要
因を調査しました。調査の中で、建替えが実現でき
たマンションの共通要因として、

1)現在の建築規制の中で、十分な建替え余剰容積
が確保できた

2)区分所有者相互の建替えについての周知理解が　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
スムーズであった

3)事業検討の早期に専門コンサルタントや不動産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
会社等の事業協力者の協力が得られた

などが挙げられます。
　よって、現在のマンションについてこれから建替
えや敷地売却を検討する場合は、まず「（現在のマ
ンションを修繕改修するのではなく）何故建替え（敷
地売却）を検討するのか？」について、区分所有者
の間で充分話し合いを行い、理解を深めていくプロ
セスが大変重要です。その上で現在のマンションの
老朽化や耐震性の程度、立地状況や余剰容積の有無
なども再生方法選択の重要な手がかりとなりますの
で、検討の当初より再生検討のサポーターとして、
豊富な経験や人的対応が可能な専門のコンサルタン
トや事業協力者等の協力を得ることができれば、円
滑な再生検討が期待できます。
　その際注意すべき点として、建替えによる余剰床
(保留床)が充分計画できない立地も多くなると予想
され、建替え資金を区分所有者が全額自己負担する
事（自主建替え）になれば、経済的な厳しさが合意
形成に影響することも考えられます。
　この他にも区分所有者のみではこれまでの住民間
の感情のもつれなどから合意が進まないケースがみ
られます。幅広く再生の議論を進める際には、検討
初期の段階から第三者であるコンサルタントなどの
専門家に助言・相談を依頼することも重要です。
　1995年の阪神淡路震災や2011年の東日本大震災、
そして2016年の熊本地震など、日本列島は大地震の

「活動期」に入ったとも言われており、旧耐震設計
のマンションの耐震性能の改善や築40年以上の老朽
化マンションの再生が今後の大きな社会的課題と指
摘されています。今後高経年マンションでは、より
一層マンション再生への対応が求められると考えま
す。

（３）今後のマンション再生検討は改修も含めた
　　 幅広い視点から
　マンションの再生検討では、まずマンション管理
の段階から管理の専門家などの助言も踏まえ、その
マンションが置かれている状況を適切に把握し、修
繕や改修でどの程度までマンションを「長寿命化」
をさせるのかを見極める事が、経済合理性の観点か
らも大変重要となります。建替えや敷地売却等の再
生手法は、その次の段階の検討事項として、適時適

【表３】 法改正後のマンション再生方法
分類

(再生法)
要概法拠根法手等生再

改修  ①改修
  区法17条、
  区法18条

共用部分の変更(アップグレードあり)
共用部分の管理(アップグレードなし)

 ②建替え   区法62条
マンションを取壊し、新たなマンション
を建築

 ③再建   区法75条
滅失したマンションの再建
(建物の滅失が前提)

 ④建物更新
   (1棟リノベーション)

  区法64条の5 躯体の補強と全専有部分の改良

 ⑤建物敷地売却   区法64条の6 マンションとその敷地を一括して売却
 ⑥建物取壊し敷地売却   区法64条の7 マンションを取り壊した上で敷地を売却

 ⑦敷地売却   区法76条
滅失したマンションの敷地を売却
(建物の滅失が前提)

マンション
  除却事業

 ⑧取壊し  区法64条の8 マンションの取壊し

参考：国土交通省資料

マンション
 再生事業

マンション等
   売却事業

特集２　今後の高経年マンションの円滑な再生のために
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切なタイミングで判断を行うことが望ましいと思わ
れます。
　日本経済は世界的な資材不足や円安を背景に物価
の上昇局面（インフレーション）状態にあります。
建設業界においても、慢性的な人手の不足や建築資
材の高騰による工事費高騰を招いており、このこと
はマンション再生の分野においても、各コストの上
昇は、事業費の増大につながり、区分所有者の負担
額が増加傾向にある事は、前項でもご説明したとお
りです。
　加えて、日本の人口が減少に転じ、少子高齢化に
拍車がかかっている事や、前述の「二つの老い」に
よる管理者不全への影響など、今後のマンションの
再生検討にあたっては、これ迄以上に慎重に行う事
が必要であることに留意する必要があります。

５．協会のマンション再生への相談支援等
（１）専門家の必要性
　高経年マンションの再生は、単にマンションを再
生するという事業行為だけではなく、区分所有者ひ
とりひとりの生活再建の側面もあります。区分所有
者それぞれの生活事情や再生のための資金の確保な
ど、様々な要件を洗い出し、総合的に勘案して検討
を進める必要があるため、権利調整や合意形成の
ノウハウや専門知識を有する、当協会資格制度の

「URCAマンション建替えアドバイザー ®」等の専
門家への相談は重要です。実際にこれまで円滑化法
を活用して建替えを行ったマンションの多くでは、
当アドバイザーが支援しています(登録者数：令和
８年４月現在1,595名)。

（２）URCAマンション建替えアドバイザーについて
　老朽化したマンションについて、管理組合等が修
繕か建替えかを判断をする段階においての初期の相
談をはじめ、マンショ
ン建替えや敷地売却制
度を活用する際の各事
業段階での進め方等に
ついてアドバイスする
とともに、それぞれの
状況・段階に応じた計
画の立案を行います。

　事業実施段階では、区分所有者や関係権利者に対
して合意形成や権利調整などの支援を行います。ま
た耐震改修においても各種計画立案や権利調整等の
支援を行います。

（３）(一社)再開発コーディネーター協会の相談体制
　当協会では、マンション建替えについての初期相
談に対応するため、協会内に ｢マンション建替相談
室｣ を開設しています。また全国各地の相談に対応
するため、各地のURCAマンション建替えアドバイ
ザーと連携して「URCAマンション建替えアドバイ
ザーネットワーク」を構築しています(図５)。

　マンション建替相談室の主な相談対応は次のとお
りです。

（ⅰ）マンション建替相談室、各地域のアドバイ
ザーネットワークによる対応
・電話や来訪による相談
・地元への講師の派遣
・専門コンサルタント会社等の紹介

（ⅱ）マンション建替え等に関するパンフ、資料
等の配布
　マンション建替えに関する各種パンフ
レットの配布や、事例に基づきまとめた動
画 ｢マンション再生への道｣ を協会ホーム
ページ上で無料公開。

（ⅲ）無料セミナー、無料相談会等の開催
　主に管理組合を対象として建替事業の仕
組みについて、無料セミナーおよび無料相
談会を全国で開催。

【図５】 マンション建替相談の体制イメージ図
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（ⅳ）地方自治体からの専門家派遣登録、派遣要
請への対応
　地方自治体等からのマンション建替え等
に関する相談員としての派遣登録や相談員
派遣の要請に対し、アドバイザーの派遣等
を実施。

　管理組合として、今後のマンションの再生につい
て検討したい、再生の情報を知りたい方は、お気軽
に当協会までご連絡ください。
※協会相談体制の詳細は、当協会ホームページ
(https://www.urca.or.jp/)でご確認ください。

▲自治体主催セミナーへの講師派遣

特集２　今後の高経年マンションの円滑な再生のために
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リスクが高いと評価されがちの高経年マンションで
も、管理状況が良好で保険リスクが低い管理組合で
あれば、保険会社として保険料を割り引くことも可
能であると考えられます。
　そこで日管連は、日管連所属会（日管連に加盟し
ている各都道府県の管理士会をさします。）に加入
しているマンション管理士のうち、所定の診断研修
を修了した「診断マンション管理士」が目視・書類
チェック・ヒヤリングにより管理組合の管理状況を
診断します。その診断結果に基づき、管理組合へは
現在の管理状況の報告と今後に向けての改善案をま
とめたレポートを提出し、保険会社へは診断結果を
点数化したチェック表を提出することで保険料算出
に活用してもらうシステムを構築いたしました。こ
れが本診断サービスです。
　このような経緯で始まった本診断サービスですの
で、当初は保険リスクが高い項目に重点を置いた評
価になりがちでしたが、2022年４月マンション管理
計画認定制度の一環として事前手続支援サービスに
そのまま申請できるようになりましたので、診断内
容も一新し、より総合的にマンション管理組合の管
理状態を評価できる診断システムになりました。

一般社団法人　日本マンション管理士会連合会
診断運営委員会委員長　藤野雅子

マンション管理適正化診断サービスについて
―安全・安心で持続可能なマンション管理のために―

１．はじめに
　近年、マンションを取り巻く法制度は大きな転換
期を迎えています。
　とりわけ、2000年より始まったマンション関連法
の改正は、老朽化の進行や管理不全マンションの増
加といった社会的課題に対応するため、「管理の適
正化」と「管理状況の見える化」を重要な柱として
います。
　これまで各管理組合の自主性に委ねられてきた管
理のあり方に対し、一定の基準や方向性が示されつ
つある点は、今回の改正の大きな特徴といえると考
えます。
　こうした法改正の流れを踏まえ、実務的な対応と
して有効な手段となるのが「マンション管理適正化
診断サービス」です。

２．マンション管理適正化診断
　　サービスとは

　マンション管理適正化診断サービス（以下「本診
断サービス」という。）は、2015年7月より一般社団
法人日本マンション管理士会連合会（以下「日管連」
という。）が行ってきた、マンション管理状況を診
断するサービスです。
　そもそも、本診断サービスは、マンション管理の
状態を評価し、その評価をマンション共用部分の損
害保険の保険料に反映されるために生まれた制度で
す。
　近年管理組合が加入するマンション保険の保険料
は高騰が続いていますが、特に保険会社により保険
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３．マンション管理適正化診断制度の概要
　本診断サービスは、マンション管理組合の管理運
営、管理規約の整備、長期修繕計画書の整備、健全
な修繕積立金、会計の整備、法定点検結果、給排水
管のメンテナンス状況、修繕工事状況のほか、防犯
対策、保険事故履歴、耐震改修状況などの管理状況
全般を対象に、目視・書類チェック・管理組合への
ヒヤリングを行うことで管理状況を評価します。
　診断結果は、アドバイスとともに管理組合へはレ
ポートという形で還元されます。
　管理組合はこのレポートを確認することにより、
建物設備や運営等の管理水準の維持・向上を図るた
めの指針として活用することができます。
　診断結果は、築年年数別に合計点数を総合判定し、
Ｓ・Ａ・Ｂの区分で提示します。
　Ｓ評価マンションには「Ｓ」評価マンション認定
ステッカーを配布して、エントランス等に掲示して
頂いています。

４．適正化診断の特徴、メリット
　本診断サービスを活用することにより、管理組合
にはさまざまな効果が期待されます。

① マンション管理の状況を客観的に把握できます。
　本診断サービスは、管理体制、長期修繕計画、修
繕積立金の状況、設備の維持管理などを多角的に評
価し、マンションの管理水準を客観的に“見える化”
することに寄与しています。
　管理組合にとって、自らの管理状況を客観的に把
握することは容易ではありません。
　本診断サービスを活用することにより、現状の管
理レベルが明確となり、課題の所在や改善の方向性
を具体的に把握することが可能となります。

② 保険料の割引を受けることができます。
　本診断サービスを受けよい評価を得た管理組合
は、本診断サービスの結果を活用する保険会社の保
険料について割引を受けることができます。
　本診断サービスの最大の特徴であり、管理組合に
とっては診断を受けるための強い動機付けになって
います。保険料が高騰している現状では、直接管理
組合の財政に寄与できます。なお、思ったほどの割
引にならなかった場合でも、様々な保険会社がマン
ション保険を提供している中、診断サービスの提携
保険会社から保険の提案を受けることによりどの保
険が一番自分たちの管理組合のニーズに合っている
か比較が可能になり、保険の選択肢が増えることに
もなります。

③ 日管連ホームページと不動産住宅情報サイトに
　 診断結果を掲載できます。
　マンション所有者が、マンションを売買する際に、
不動産・住宅情報サイトに専有部分の物件情報を掲
載することに加え、共用部分の管理状況も掲載する
ことができ、所有者の売りやすさにつながるだけで
なく、購入予定者にとっても当該管理組合に本診断
サービスを受けるという積極性があるということ、
さらにその評価が高いということがわかり、安心し
てそのマンションを購入することができます。

④ 管理計画認定制度の認定手続支援サービスに
　 ワンストップで申請できます。
　2022年４月より始まったマンション管理計画認定
制度における公益財団法人マンション管理センターが
提供する支援サービスの中で、管理組合がワンストッ
プで利用できる支援手続きの一方法として位置づけ

 

管理計画 必要書類

〇るいてれさ任選が事監・者理管員役1
〇備整の簿名や度頻催開の会総2

通常総会の招集通知や議事録の整備
3 理事会の運営 理事会開催頻度や議事録の整備
4 その他 専門家の活用や適正な保険付保

1 管理規約が存在している 〇
〇供提の報情理管、報情歴履繕修、入立の時急緊容内約規理管2

3 必要に応じて改正済み 平成28年改正内容の反映

1 みらいネットに登録しているか

1 〇
2 〇
3 〇
4 〇

1 〇
2 △
3 〇
4 〇

1 〇
2 〇
3 〇

1 特定建築物定期調査報告 直近の調査で指摘事項なし。もしくは改善済み
2 建築設備点検 直近の検査で指摘事項なし。もしくは改善済み
3 防火設備定期検査 直近の検査で指摘事項なし。もしくは改善済み
4 消防用設備等点検 直近の調査で指摘事項なし。もしくは改善済み

8、修繕工事

1 給排水管の更新更生工事の実施実態、若しくは給排水管の種類から推定される耐久性
工事完了報告書

竣工図
2 清掃報告書
3 工事完了報告書

1 事故報告書

1 契約書
2 目視

1 耐震化 耐震補強工事済みもしくは新耐震建築物
2 地下室（地下駐車場、地下ピット式駐車場含む）がない

管理規約

診断項目
1、管理組合の運営

管理規約
総会議事録
理事会議事録
保険証券

総会の運営

2、管理規約

3、マンション管理センター

4、長期修繕計画書
作成、見直しが7年以内に行われており、且つ総会で承認されているか 長期修繕計画書

総会議事録計画期間が30年以上且つ残存期間内に2回以上の大規模修繕を含む
長期修繕計画作成ガイドライン標準様式に準拠しているか
推定修繕項目に19の工事項目が網羅されているか

7、法定点検

5、修繕積立金
計画期間中の総修繕積立金額の総額が分かるか 長期修繕計画書

均等積立方式で計画書最終年度資金計画が黒字か
積立金が著しく低額でないか
将来の一時的な修繕積立金の徴収がない。もしくは最終年度返済済みか

6、管理組合の経費
管理費と修繕積立金の区分経理がなされているか 管理規約

決算書修繕積立金から他の会計へ充当されていないか
直前事業年度の終了日時点の滞納額

警備体制の確認（24時間警備、機械警備）
防犯カメラが設置されており、かつ正常に作動している

11、その他
竣工図

各報告書

雑排水管洗浄工事の実施
屋上バルコニー防水、外壁補修工事の実施状況

９、保険事故
過去２年以内に保険事故（申請・保険金受領、地震保険を除く）の発生がない

10、防災・防犯

◦◦◦◦国・地方公共団体等の取組紹介
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られています。マンション管理計画認定制度により認
定を受けようと思う管理組合は、本診断サービスの
利用を申し込むのと同時に、管理計画認定の事前確
認を依頼することができ、マンション管理計画認定
制度の認定基準を満たしていれば管理組合は直ちに
地方公共団体へ認定申請を行うことができます。

⑤ すまい・る債の利息がアップします。
　2026年募集のすまい・る債で、新規に「ステップ
アップすまい・る債」の募集が開始します。「ステッ
プアップすまい・る債」は、本診断サービスで「Ｓ」
評価を受けた管理組合が購入するすまい・る債にお
いて利息が0.05％上乗せされる新しいすまい・る債
です。2026年募集の通常のすまい・る債の利息は
2.00％なので、「Ｓ」評価管理組合の「ステップアッ
プすまい・る債」の利息は2.05％となります。

⑥ 管理計画認定申請の前の確認として活用できます。
　現在の本診断サービスのＳ評価は、60点以上の管
理計画認定基準を15項目クリアしている管理組合に
付与されます。
　管理計画認定は16項目をクリアすることが条件で
すから、Ｓ評価となった管理組合は、管理計画認定
にあと一歩足りないということが分かりますので、
管理計画認定の前の確認として活用することができ
ます。

⑦ 無料で活用できる。
　本診断サービスの利用は無料です。
　管理組合は一切の金銭的負担はありません。本診
断サービスを経て管理計画認定のワンストップ申請
を行う場合は、公益財団法人マンション管理セン
ターの事前確認のシステム使用料、事前確認審査料
と各地方公共団体の申請費用のみで管理計画認定申
請ができます。

５．まとめ
　今般の法改正は、管理組合が主体的に管理の質を
高めていくことを求めています。
　その実現に向けては、単に制度を理解するだけで
なく、自らの管理状況を把握し、改善を積み重ねて
いくことが不可欠です。本診断サービスは、その出
発点として、また継続的な管理向上の指針として有
効に活用できる仕組みです。マンションは「管理を
買う時代」と言われる中、管理の質が資産価値や居
住環境に与える影響はますます大きくなっていま
す。
　法制度の動向を踏まえつつ、本診断サービスを積
極的に活用することで、より安心で持続可能なマン
ション管理の実現が期待されます。
　まだ本診断サービスを活用していない管理組合様
はもちろん、「すまい・る債」の利息アップの恩恵
を受けたい、あるいは過去に本診断サービスを受け
たけど、今回新たに「管理計画認定」にチャレンジ
したいという管理組合様は、ぜひ管理組合に金銭的
負担のない本診断サービスをご活用ください。

　本診断サービスの詳細、お申し込みには日管連
ホームページをご確認ください。
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１．はじめに
　2023（令和５）年時点で本市の居住世帯のある住
宅数は約177万戸となっています（令和５年住宅・
土地統計調査）。このうち、分譲マンション（以下
本稿では「マンション」）は43.4万戸（持ち家・共同建・
非木造・３階以上の専用住宅戸数）で全体の約24％
を占めており、本市において、マンションは市民の
主要な居住形態の一つとなっています。
　市内のマンションは1965（昭和40）年頃以降に多
く建設されてきており、その４割程度は築40年以上
となっています。今後10年間、毎年約300棟のマン
ションが築40年を迎える見込みです（固定資産課税
台帳から集計）。
　マンションは、その規模ゆえに、都市や地域社会
の環境にも影響を与える可能性があることから、適
正な管理が必要となります。本稿では、「横浜市に
おけるマンション管理組合への支援」を、専門家・
公的団体と連携した取組を中心に紹介します。

２．マンション管理組合支援施策
　本市では、管理組合に対して、マンションの日常
管理・維持保全から再生計画検討、再生まで活動段
階に応じた切れ目のない支援を実施しています。
　日常管理・維持保全段階では、マンションへの専
門家派遣事業として、マンション管理士や建築士等
の専門家が現地で様々な相談対応を行う「マンショ
ン・アドバイザー派遣支援」や、特に支援が必要な
マンションに対する働きかけによる伴走型の支援と
して「管理組合活動活性化支援」を運用しています。
また、専門家派遣事業の発展形として、管理組合の
自立した運営を促すため「顧問導入支援」の運用を
2026（令和８）年度から開始します。これらの専門
家派遣事業は、いずれも本市に登録している専門家
によるものです。
　また、「管理組合サポートセンター事業」（関係団
体と本市との協働事業）では、マンション管理の専
門家及び管理組合同士の交流会を、市内の18行政区

横浜市建築局住宅再生課

横浜市における
マンション管理組合への支援

〈図１〉横浜市のマンション管理組合支援施策
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で毎月開催（2025（令和７）年度実績）し、マンショ
ン管理組合の困りごとの解決に向けた支援を行って
います。
　再生計画検討・再生段階では、マンション・団地
の将来検討に関する自主的な活動に対し、まちづく
りの専門家を派遣し、課題や取組に関するアドバイ
スやワークショップを実施する「マンション・団地
再生コーディネート支援事業」、管理組合が専門家
に委託して改修、建替え及び敷地売却等を比較検討
する際の検討費に対して補助を行う「マンション再
生支援事業」等を行っています。
　さらに、2022（令和４）年４月の「横浜市マンショ
ン管理適正化推進計画」の策定を機に、本市、横浜
市住宅供給公社、住宅金融支援機構、神奈川県マン
ション管理士会、横浜マンション管理組合ネット
ワーク及びマンション管理センターの６者による協
定を締結しました。本協定は、建物の老朽化や居住
者の高齢化が進む市内のマンションに対し、６者が
連携・協力し、管理適正化を推進することを目的と
していています。

３．横浜市マンション専門家による
　　支援
（１）専門家派遣事業の概要
　本市における専門家派遣事業は、専門家団体への
包括的な委託事業ではなく、「横浜市マンション専
門家」としての登録を募り、応募していただいた個
人で要件に合致する方の中から、管理組合等の依頼
内容に応じて、派遣を決定し、きめ細かな支援を実
施する仕組みとなっています。
　「横浜市マンション専門家」の登録要件は、市内
に在住・在勤又は市内で活動実績があり、マンショ
ン管理士や一級建築士等の資格を保有し、マンショ
ンに関連する実務経験を５年以上有する方です。単
に資格の有無ではなく、マンションに関連する実務
経験を５年以上有することを要件としているため、
管理組合等に対する適切なコンサルティングが可能
となっています。
　なお、派遣等の実務については、横浜市住宅供給
公社に事務局業務を委託しており、管理組合等と専
門家とのマッチングについては同社が担っていま
す。以下に、横浜市マンション専門家による支援に
ついて説明します。

（２）マンション・アドバイザー派遣支援
　管理組合等からの申請に応じて、専門家が現地マ
ンションにおいて相談対応及びアドバイスを行いま
す。内容は、マンションの適正な維持・管理に関す
る検討、改修・建替え等に関する検討及び管理計画
認定制度の申請に関する検討等です。１回当たり３
時間まで対応が可能であり、派遣費用の半額相当を
本市が負担し、残りを管理組合等が負担しますが、
初めてこの制度を利用するマンションの場合に限
り、初回派遣にかかる負担はありません。（本市が
全額負担）

（３）管理組合活動活性化支援
　本市では、1983（昭和58）年以前に建築されたマ
ンションの管理組合1,422件を対象に管理状況に関
するアンケート調査を、2019（令和元）年度から
2023（令和５）年度まで実施しました。郵送で回答
を得られなかったマンションには、訪問による調査
も行うことで回答率を上げ、1,216件（約86％）か
ら回答を得ることができました。このうち、管理組
合設立、管理規約の作成又は長期修繕計画の策定・
見直し等のいずれか一つでも「ない」と回答のあっ
たマンションが372件ありました。

　これらのマンションを、本市では「要支援マンショ
ン」と定義しています。
　調査で把握した「要支援マンション」等を対象と
する管理組合活動活性化支援では、管理組合等に働
きかけを行い、制度を利用するよう申請を促します。

〔表１〕　アンケート調査（2019～ 2023）の結果
調査項目 合計 

１ 管理不全を判断する上での最重要項目 
ア 管理組合設立 93 
イ 総会の開催 35 
ウ 理事会の開催 186 
エ 管理規約の作成 61 

２ 適正な管理を行うために必要な項目 
 ア 長期修繕計画の策定、見直し 250 
イ 修繕積立金の設定 63 

 ウ 大規模修繕工事の実施 47 
いずれか一つでも「ない」と回答 
（要支援マンション） 

372 

※2024（令和６）年度以降、内容を一部変更してアンケート調査を
実施しているため、「要支援マンション」の件数は変動している。

◦◦◦◦国・地方公共団体等の取組紹介
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このようなマンションは課題が多岐にわたり、その
支援は容易ではありません。このため、専門家２名
でチームを編成して３年間（標準）の継続的な派遣
を実施し、課題解決を行います。管理規約や長期修
繕計画の勉強会等も実施し、派遣期間を通じて、マ
ンションの課題整理や適正管理の必要性への理解を
深める土台づくりを行っています。支援を実施した
マンションでは管理組合の設立や規約の見直し、長
期修繕計画策定の検討等が行われています。

（４）顧問導入支援
　マンション・アドバイザー派遣支援を利用したマ
ンションの管理組合で、自主管理や管理会社との委
託契約が全部委託でないケースでは、継続的に専門
家のコンサルティングを希望されることがありま
す。「横浜市マンション専門家」の派遣を受けて、
引き続き同一の人物からのコンサルティングを希望
される場合、当該マンション管理組合と専門家個人
との間で顧問契約を交わしたり、管理組合の理事等
に就任を依頼したりすることが考えられます。当然、
顧問契約等に当たっては、管理組合内の合意形成が
不可欠ですが、合意形成に至らない理由として、顧
問契約そのものへの理解や有用性について十分に浸
透していない点が想定されます。
　そこで、顧問契約を実際に体感してもらい、契約
の本格検討を促すメニューとして2026（令和８）年
度に新設するのが、顧問導入支援です。前述のアド
バイザー派遣を一定数利用した管理組合を対象に、
「横浜市マンション専門家」が６か月に渡り、定期
相談やメール相談、理事会参加を行います。管理組
合と横浜市マンション専門家との今後の顧問の導入
を検討できるよう、顧問に近い継続支援を実施しま
す。
　将来的に顧問契約締結に進み、行政から自立した
管理組合の運営につなげることも意図しています。

４．地方住宅供給公社
　　（横浜市住宅供給公社）との連携

　前記のとおり、本市における専門家派遣事業につ
いては、住宅行政に精通している横浜市住宅供給公
社に事務局業務を委託していますが、同社と本市と
は、この他にも様々な場面で連携しています。

地方住宅供給公社は、国及び地方公共団体の住宅政
策の一翼を担う公的住宅供給主体としてその役割を
果たすために、地方住宅供給公社法に基づき設立さ
れた法人で、北海道から沖縄県まで37公社（都道府
県29・政令指定都市８）が現存します（一般社団法
人全国住宅供給公社等連合会ウェブサイト）。その
業務は、分譲・賃貸住宅の建設、自社の住宅（公社
賃貸）の管理、公営住宅の受託管理、地域のまちづ
くり等となっています。
　同社は、公的機関として本市とともに、市域にお
ける住宅行政を長きにわたり推進してきたパート
ナーであり、その名称が示すとおり、住宅分野にお
いて高い専門性を持っている団体です。
　マンション・団地の将来検討に関する自主的な活
動に対し、まちづくりの専門家を派遣する「マンショ
ン・団地再生コーディネート支援事業」、マンショ
ンの管理組合等に対し、コンサルタントとして、耐
震化検討の総合的な支援を行う「沿道マンション耐
震化支援業務」も、同社と連携し実施しているもの
です。
　2023（令和５）年度からは、同社及び神奈川県マ
ンション管理士会並びに横浜マンション管理組合
ネットワークの協力のもと、「要支援マンション」
向けの相談会を実施しています。その目的は、制度
チラシ等の郵送や電話での働きかけだけでなく、管
理組合の役員や区分所有者が、実際に専門家にお悩
みを相談していただくことで、専門家の有用性を認
識していただき、その後の支援制度の利用につなげ
ていくこととしています。
　また、同社がマンションの大規模修繕工事におけ
る談合問題の対策として、2025（令和７）年度から
開始した「大規模修繕工事入札代行サービス」につ
いては、本市契約部門の「横浜市有資格者名簿」を
利用するものとなっています。

５．マンションみらいプランナー講座
（１）取組の背景と目的
　ここでは、マンションの将来検討に関する人材育
成とネットワークづくりに向けた取組を紹介しま
す。
　多くの高経年マンションにおいて将来の在り方に
関する十分な検討がされていない中、建替えに要す
る区分所有者の負担額は増大傾向にあり、経済条件
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面で合意を図ることは困難な状況にあるため、改修
や敷地売却もあわせて検討していく必要がありま
す。また、事業性がよくなく、事業協力者の参加が
見込まれない建替え、いわゆる「自主建替え」も視
野に入れた検討の必要性が出てきています。
　そこで、横浜市住宅供給公社、横浜市立大学不動
産マネジメント研究室及び本市の３者が主催とな
り、管理組合支援の最前線に立つマンション管理士
をはじめとした各専門家を対象にして、「マンショ
ンのみらい」プランの作成を担うことのできる専門
家を養成する「マンションみらいプランナー講座」
を2023（令和５）年度から実施しています。この講
座は、「マンションの将来を検討する管理組合に対
し、中立･公平な立場から建物の長寿命化と自主建
替えまでを含めた将来方針の比較検討・方針判断す
るまでの支援を担う専門家の育成」を目標とし、各
専門家が建替え等を含めたマンションのみらい検討
に関わる知識・技能を高めることで、管理組合によ
るマンションの将来検討の支援を担うことを期待し
ています。
　本取組は、国土交通省の「マンションストック長
寿命化等モデル事業」、「マンション総合対策モデル
事業」により横浜市住宅供給公社が運営しています。

（２）講座の実施概要
　2023（令和５）年度のマンションみらいプランナー
講座では、マンション管理士を対象に３回の講座を
開催し、23名の受講生が全講座を修了しました（表
２）。

　2024（令和６）年度のマンションみらいプランナー
講座では、前年度に講座を修了したマンション管理
士をバックアップできる幅広い分野の専門家の育成
を図るとともに、専門家同士のネットワークづくり
の検討を図るため、建築士や宅地建物取引士、弁護
士、土地家屋調査士ほかマンション管理組合支援に

関わる多様な専門家を新たに対象に加えて３回の講
座を開催しました（表３）。

　講座の内容としては、前年度同様のプログラムだ
けでなく、各専門家から見たマンション支援の実情
と課題を共有し、専門家連携の必要性の認識を共有
するため、各専門家による合同意見交換会も実施し
ました。
　全講座を修了した参加者は53名であり、マンショ
ン管理の経験は少ないものの、マンションに関する
知見や仕事の幅を広げたいと考える意欲的な参加者
が多くいました。また、マンションみらいプランナー
と幅広い専門家の連携に関しては、約９割の参加者
がその必要性を理解したと回答がありました。
　これらの講座において座学で学んだ内容を現場で
体感し、今後の管理組合の将来検討に活かしてもら
うことを目的として、2025（令和７）年度は、横浜
市住宅供給公社によるマンション管理組合の将来検
討支援の実際の現場に、過年度のマンションみらい
プランナーの修了者が同席し、支援の進め方等を実
践的に体験する講座を開催しました。

回 プログラム 

第１回 マンションみらいプランナーの必要性、 

計画づくり・建替え事業と実務の進め方 

第２回 自主建替えマンション事例の研究 

第３回 建替えコンサル実技演習 

〔表２〕　講座の概要

〔表３〕　2024（令和６）年度講座の広報先

◦◦◦◦国・地方公共団体等の取組紹介
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（３）今後の展望
　今後は、マンションみらいプランナーの修了者が、
実際に管理組合を支援していくことができる体制や
制度の構築につなげていきたいと考えています。そ
のため、マンション管理組合による将来検討の支援
をキーワードとして、専門家同士が情報共有・研究、
実務を行っていくネットワークづくりが重要になる
と思われます。また、本市の取組が先駆けとなり、
マンションの将来検討の実務を担う人材育成やネッ
トワークづくりの取組が全国的に横展開されていく
ことも期待しています。

６．おわりに
　以上、「横浜市におけるマンション管理組合への
支援」を、専門家・公的団体と連携した取組を中心
に紹介しました。引き続き、マンションの適正な管
理の実現に向けた支援に取り組むとともに、建替え
等の将来検討に取り組む管理組合の活動や合意形成
が円滑に進むよう、関係団体とも協力しながら、支
援施策の充実を図りたいと考えています。
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（公財）マンション管理センター

マンションの大規模修繕等に対する
地方公共団体の支援制度

（令和７年度調査）

　分譲マンションの良好な居住環境を維持するには、建物及び設備の適切な管理・修繕と管理組合の円滑な
運営が欠かせません。これらを支援するため、地方公共団体では様々な支援制度が設けられており、当セン
ターでは、毎年度、地方公共団体の支援制度について調査しています。
　令和7年6～ 7月に地方公共団体に依頼して調査したマンションの大規模修繕等に対する支援制度の概要を
掲載しますので、ご活用ください。
　なお、当センターのホームページでは、以下に記載の制度について各地方公共団体の該当ホームページに
リンクした形式で掲載していますので、ご活用ください。

（注）令和７年６～７月に実施した調査のため、既に制度が終了している場合があります。

◆令和７年度　分譲マンション共用部分の改良工事等に対する支援制度 （全国版）

地方公共団体名
アドバ
イザー
派遣

改良
工事の
助成

制　　度　　名 制　度　概　要 担　当　課 電話番号

北海道 札幌市 ○ 札幌市マンションアドバイ
ザー派遣制度

分譲マンションの管理組合等に対し、札幌市が無料でマンション管
理士を派遣し、マンションの適正管理に向けた支援を行う。

住宅課 011-211-2807
○ 札幌市既存集合住宅外断熱

改修事業補助金

既存集合住宅において、外断熱改修工事を行ううマンションの所有
者若しくはマンションの管理組合に対して、外断熱改修工事にかか
る費用の一部を補助

○ 吹付けアスベスト対策促進
事業

建築物に吹き付けられている建材のアスベスト含有の有無に関して
調査員を派遣する事業や吹付けアスベスト等の除去等工事にかかる
費用の一部を補助

建築安全推進課 011-211-2867

岩手県 盛岡市

○ マンション管理に関する相
談

マンション管理にかかる相談について、主に次の事項に関する相談
を建築指導課防災係で受付
・�「盛岡市マンション管理適正化推進計画」に関すること
・�令和 6年度までに盛岡市が開催した出前支援（事前講座）、無料セ
ミナー、無料相談を受けた管理組合及び区分所有者の方で、引き続
き支援や相談を希望される場合

・�これまでに出前支援等を受けたことはないが、お住まいのマンショ
ンの管理について相談を希望される管理組合や区分所有者の方

建築指導課 019-601-3387

北上市 ○ マンション管理に関するセ
ミナー及び相談会

マンション管理士会主催によるマンション管理に関するセミナー及
び相談会を年１回開催 都市計画課 0197-72-8278

宮城県 仙台市 ○ 分譲マンション管理相談員
派遣事業

管理組合の適正な管理運営に課題を抱える分譲マンションに対し、
管理組合等の会合に専門家を派遣 住宅政策課 022-214-8306

○ 民間建築物吹付けアスベス
ト除去等事業補助金 吹付けアスベスト等の分析調査や除去工事等を行う場合の補助 建築指導課 022-214-8323

○ 止水板等設置工事費補助制
度

建物等への浸水被害を軽減するために、止水板等の施設を設置する
場合の補助

下水道北管理セ
ンター 022-373-0902

下水道南管理セ
ンター 022-746-5061

茨城県 水戸市 ○ マンション管理相談 マンション生活でのトラブル、管理組合の相談にマンション管理士
が対応

住宅政策課　
政策係 029-232-9222

○ 水戸市マンション管理士派
遣事業

分譲マンションの管理組合等に対し、無料でマンション管理士を派
遣し、管理組合の運営、財務、長期修繕計画などについて助言を行う。 住宅政策課 029-232-9222

古河市 ○ 令和 7年度マンション管理
基礎セミナー マンション管理計画に関するセミナーを年2回開催 営繕住宅課 0280-76-1511

栃木県 宇都宮市 ○ マンション管理士相談支援
事業補助金

市内マンションの管理組合等が、マンション管理士に相談する費用
の一部を補助

住宅政策課 028-632-2552
○ マンション管理フォーラム・

無料相談会

栃木県マンション管理士会主催による，管理組合への情報提供及び
管理組合間の情報交換等を行う「マンション管理フォーラム・無料
相談会」を開催

埼玉県 埼玉県 ○ 分譲マンションアドバイ
ザー派遣（町村部）

マンション管理についての専門知識を持ったマンション管理士がマ
ンション管理に関する相談を受付 住宅課 048-830-5573
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埼玉県 埼玉県 ○ 分譲マンションアドバイ
ザー派遣（市部）

マンション管理についての専門知識を持ったマンション管理士がマ
ンション管理に関する相談を受付（一部の市を除く） 住宅課 048-830-5573

○
民間建築物の吹付けアスベ
スト等の含有調査や除去等
工事に対する補助制度

民間建築物に施工された吹付けアスベスト等の含有調査や除去等工
事に対する補助 建築安全課 048-830-5525

さいたま
市 ○ さいたま市分譲マンション

アドバイザー派遣制度
マンションの管理の適正化を推進するため、マンション管理士の資
格をもつ分譲マンションアドバイザーを市内分譲マンションへ派遣 住宅政策課 048-829-1518

○ 民間建築物吹付けアスベス
ト除去等事業補助金 吹付けアスベスト等の分析調査や除去工事等を行う場合の補助 建築総務課 048-829-1539

川口市 ○ マンション管理相談 分譲マンションで抱える問題について、マンション管理士による相
談を実施

住宅政策課 048-229-7805
○ マンション管理士派遣 マンション管理組合の抱える問題に対して、マンション管理士を派

遣

○ 川口市地球温暖化対策活動
支援金

市内に住所がある共同住宅の管理組合が支援対象システムを設置・
購入した際の費用の一部を助成 環境総務課 048-228-5320

○ 民間建築物アスベスト対策
事業補助金交付制度

分析調査によりアスベストの含有が確認された、吹付けアスベスト
及び吹付けロックウールの除去、封じ込め、囲い込み又は建築物の
除却工事に係る費用を補助

建築安全課 048-242-6367

草加市
○ マンション管理士派遣事業

分譲マンションの管理の適正化を推進するために、無料でマンショ
ン管理士を派遣し、マンション管理組合等の相談事項等に対し助言
を行う。

住宅政策課 048-922-1798

○ 民間建築物吹付けアスベス
ト含有調査補助金

吹付アスベストが施工されているおそれのある民間建築物のアスベ
スト含有調査費用を補助 建築安全課 048-922-1958

越谷市 ○ 越谷市マンション管理士派
遣制度

分譲マンション登録制度に登録したマンション管理組合が対象で、
原則年度に１回、マンション管理士を派遣している。 建築住宅課 048-963-9205

川越市 ○ 民間建築物吹付けアスベス
ト含有調査事業補助金

アスベストが含有されているおそれのある吹付け材に係る調査費用
を補助 建築指導課 049-224-5974

熊谷市
○

民間建築物吹付けアスベス
ト等含有調査補助金交付制
度

吹付けアスベスト等が施工されたおそれのある建築物の所有者に対
する含有調査補助 建築審査課 0493-39-4809

狭山市 ○ 民間建築物アスベスト含有
調査事業補助金 吹付けアスベストの分析調査を行う場合の補助 建築審査課 04-2953-1111

所沢市 ○ 所沢市マンション管理アド
バイザー派遣制度

マンションの管理の適正化に向けた活動を行うマンションの管理組
合の支援を行うため、マンション管理アドバイザーを派遣 住宅政策課 04-2998-9216

蕨市 ○ 蕨市マンション管理アドバ
イザー派遣制度

マンション管理組合等からの申請に基づき、マンション管理士をア
ドバイザーとして派遣 建築課 048-433-7715

○ 蕨市地球温暖化対策設備設
置費補助金

環境への負荷の低減を図るため、家庭及び事業所における二酸化炭
素排出量の削減等に資する地球温暖化対策設備等を設置する方に対
し、補助金を交付

安全安心課 048-443-3706

上尾市 ○ 民間建物アスベスト対策事
業

アスベストの分析調査を行う建築物の所有者等に対して補助金を交
付 建築安全課 048-775-8490

新座市
○ 新座市マンション管理適正

化等相談事業

マンション管理計画認定の取得を目指すマンション管理組合等を対
象とした、無料でマンション管理士等の専門家から助言・提案等を
受けることができる派遣型の相談事業

まちづくり未来
部建築審査課　
住宅係

048-477-4519

千葉県 千葉市
○ 分譲マンションアドバイ

ザー派遣
管理規約の改正等について、情報提供や助言を行うアドバイザーを
管理組合に派遣

住宅政策課 043-245-5809

○ 分譲マンション相談会 分譲マンションの維持管理や管理組合の運営、修繕・建替え等につ
いて、専門家による相談を実施

○ マンション再生等合意形成
支援制度

マンションの再生（建替えや改修など）、敷地売却、敷地分割又は除
却を行おうとする市内の管理組合に対して、合意形成に要する費用
の一部を助成

○ マンション長期修繕計画作
成支援制度

マンションの長期修繕計画を作成又は見直しをする市内の管理組合
に対して、作成に要する費用の一部を助成

○ マンションライフサイクル
シミュレーション相談会

マンションの大規模修繕工事費の妥当性や今後の修繕積立金の増額
の必要性などについて、住宅金融支援機構の職員が試算を行い、相
談を実施

○ 吹付けアスベスト対策補助
事業

綿状のアスベスト吹付け材が施工されている建築物の所有者等を対
象に、その分析調査及び除去等にかかる費用を補助

建築指導課　
調整班 043-245-5836

○ 防水板設置工事助成制度 浸水被害の軽減を図るため、建物等の所有者又は使用者が行う防水
板の設置及びその設置に伴う関連工事費用の一部を助成

下水道営業課　
業務推進班 043-245-5411

市川市 ○ マンション管理士派遣事業 管理組合の適切な運営及びマンション管理を支援するため、マンショ
ン管理士を派遣

街づくり整備課 047-712-6327
○ 分譲マンション共用部分等

あんしん住宅助成制度
分譲マンション共用部分等の良質化に資する改修工事を、市内の施
工業者を利用して行う場合に、その管理組合に対して、経費を助成

船橋市
○ マンション管理士等派遣事

業
管理組合の適切な運営及びマンション管理を支援するため、マンショ
ン管理士、建築士を派遣

住宅政策課 047-436-2712
○ 分譲マンション共用部分バ

リアフリー化等支援事業
分譲マンションの共用部分及び敷地のバリアフリー化等に必要な費
用の一部を助成

松戸市
○ 松戸市マンション管理相談

員派遣制度
管理組合の適切な運営及びマンション管理を支援するため、マンショ
ン管理相談員を派遣 住宅政策課 047-366-7366

◦◦◦◦国・地方公共団体等の取組紹介
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千葉県 松戸市 ○ 松戸市マンション再生等合
意形成支援補助金

老朽化したマンションの再生等活動を行おうとするマンションの管
理組合に対して、その活動に要する費用の一部を補助

住宅政策課 047-366-7366
○ マンション管理相談会 管理組合の適切な運営及びマンション管理を支援するため、定期的

にマンション管理相談会を実施

○
住宅用省エネルギー設備の
設置に関する補助金（集合
住宅共用部のLED照明改修）

工事を伴い、未使用の LED照明設備を購入し、既存の LED以外の
照明設備から交換した際、マンション管理組合、法人、個人に対し
て費用の一部を補助

環境政策課
ゼロカーボンシ
ティ推進担当室

047-710-0243

○
住宅用省エネルギー設備の
設置に関する補助金（窓の
断熱改修）

既存住宅に設置されている窓を、断熱性能が高い窓へ改修する際、
マンション管理組合、個人に対して費用の一部を補助

○
住宅用省エネルギー設備の
設置に関する補助金（集合
住宅用充電設備）

既存のマンション等に集合住宅用充電設備（急速充電設備、普通充電
設備、蓄電池付急速充電設備、充電用コンセント、充電用コンセント
スタンド）を設置する際、マンション管理組合、法人、個人に対して
費用の一部を補助

○
住宅用省エネルギー設備の
設置に関する補助金（住民
の合意形成のための資料）

マンション管理組合の総会で集合住宅用充電設備の導入について議
論を行い、住民の合意形成のために説明資料を作成した際、マンショ
ン管理組合に対して業者への外注費の一部を補助

習志野市 ○ マンション管理士派遣事業 管理組合の適切な運営及びマンション管理を支援するため、マンショ
ン管理士を派遣 住宅課 047-453-9296

我孫子市 ○ マンション管理アドバイ
ザー派遣制度

管理組合の適切な運営及びマンション管理を支援するため、アドバ
イザーを派遣 建築住宅課　

住宅政策係 04-7185-1111
○ マンション管理問題個別相

談会
マンション管理に係る諸問題について、マンション管理士による相
談会を実施

浦安市 ○ 分譲集合住宅共用部分修繕
等工事資金利子補給金制度

管理組合が、共用部分の補修・改良工事などを行う資金を住宅金融
支援機構や金融機関から借り入れた場合、利子補給

住宅課　 047-712-6284

○ 分譲集合住宅管理アドバイ
ザー派遣制度

分譲住宅管理組合に対し、アドバイザーとしてマンション管理士を
派遣

○ 分譲集合住宅のエレベー
ター防災対策整備費補助金

分譲集合住宅に設置されているエレベーターの防災対策整備に要し
た経費を補助

○ 分譲集合住宅建替え等アド
バイザー派遣制度

分譲集合住宅管理組合に対し、アドバイザーとして建替え等の専門
家を派遣

○ 分譲集合住宅計画修繕調査
費補助金

分譲集合住宅の建物や設備に対して、劣化診断調査及び長期修繕計
画の作成について管理組合が外部の専門業者等に委託して実施した
場合に費用の一部を補助

印西市 ○ マンション管理士派遣事業 管理組合の適切な運営及びマンション管理を支援するため、マンショ
ン管理士を派遣 建築指導課 0476-42-5111

白井市 ○ マンション管理アドバイ
ザー派遣事業

管理組合の適切な運営及びマンション管理を支援するため、アドバ
イザーを派遣 建築宅地課 047-492-1111

東京都 東京都 ○ マンション改良工事助成 住宅金融支援機構のマンション共用部分リフォーム融資を利用して
共用部分のリフォーム工事を行う場合、利子補給

マンション課

03-5320-7532

○ 省エネ・再エネアドバイザー
派遣

マンションの共用部分等の省エネルギー化等に関する相談、調査、
助言等 03-5320-4913

○
認知症対応・防災力向上の
ためのマンション管理士派
遣

マンション管理士が管理組合へ、認知症対応（認知症の可能性のあ
る居住者に関する理解の促進、地域包括支援センター等との連携方
法　など）や防災力向上（自主防災組織の設置に関する手続、防災
力向上に必要な名簿や管理規約の整備方法　など）に関するアドバ
イスを実施

03-5320-5004

○
東京とどまるマンション非
常用電源、太陽光発電設備
及びV2X設備導入促進事業

東京とどまるマンションに登録している分譲マンションの管理組合
や賃貸マンションの所有者等を対象に、非常用電源や太陽光発電設
備、V2X設備の設置を補助

03-5320-5008○ 東京とどまるマンション浸
水対策設備導入促進事業

浸水想定区域等に存する東京とどまるマンションに登録している分
譲マンションの管理組合や賃貸マンションの所有者等を対象に、非
常用電源を浸水から守る設備の改修や、浸水対策の調査・企画を補
助

○ 東京とどまるマンション給
排水管点検調査

築30年以上の全面的な給排水管の取替えを実施していない東京と
どまるマンションを対象に、古くなった給排水管を調査・点検し、
給排水管の改修方法や、大地震後に損傷の有無を確認する点検方法
等を提案する専門家を派遣

○
東京とどまるマンションエ
レベーター閉じ込め防止対
策促進事業

東京とどまるマンションに登録している分譲マンションの管理組合
や賃貸マンションの所有者等を対象に、エレベーターへのリスター
ト運転機能や自動診断・仮復旧機能の追加を補助

03-5320-5007○
東京とどまるマンションマ
ンホールトイレ整備促進事
業

東京とどまるマンションに登録している分譲マンションの管理組合
や賃貸マンションの所有者等を対象に、マンホールトイレの整備を
補助

○ 東京とどまるマンション備
蓄倉庫導入促進事業

東京とどまるマンションに登録している分譲マンションの管理組合
や賃貸マンションの所有者等を対象に、備蓄倉庫の設置の検討・設
計を建築士に依頼する費用を補助

○ マンション管理アドバイ
ザー制度

管理組合の適切な運営及びマンション管理を支援するため、マンショ
ン管理士を派遣 （公財）東京都

防災・建築まち
づくりセンター

03-5989-1453
○ マンション建替え・改修ア

ドバイザー制度
管理組合にアドバイザーを派遣し、建替え、改修の検討に必要なア
ドバイス、検討資料の作成を実施
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制　　度　　名 制　度　概　要 担　当　課 電話番号

東京都 東京都

○ 東京都既存マンション省エ
ネ・再エネ促進事業

既存マンションの管理組合や所有者が、補助金を活用した初期費用
や節約できる電気料金等をまとめるといった省エネ再エネに係る検
討（検討計画書の作成）を専門家に委託する経費への補助

クールネット東
京（東京都地球
温暖化防止活動
推進センター）

03-5990-5017

○ 防音工事助成制度
沿道整備道路として指定された道路の沿道で、防音構造に関する条
例が特別区により定められた区域内において、条件を満たす住宅の
防音工事を行う場合、その工事費を助成

道路管理部管理
課 03-5320-5279

千代田区 ○ マンション安全・安心整備
助成

共用階段の手すり設置、エレベーターの地震時管制運転装置の設置
等に対する助成

（公財）まちみ
らい千代田 03-3233-3223

○ マンション劣化診断調査費
助成

劣化診断調査費の助成（調査とあわせて国土交通省のガイドライン
に基づき長期修繕計画の作成、見直しを行う場合は、その費用につ
いても助成）

○ マンション再生計画検討助
成

築後35年を経過したマンションで、建替えを検討する際の事前調
査や大規模修繕を進める際の事前調査費用やコンサルタント費用等
を助成

○ 分譲マンション共用部修繕
工事債務保証料助成

住宅金融支援機構からの融資を受け、（公財）マンション管理センター
に債務保証を委託した管理組合に対し、債務保証料を助成

○ マンション再生方針検討助
成

築後30年を経過したマンションの再生を検討する際、調査や合意
形成などに必要となる経費を助成

○ まちづくりアドバイザー派
遣

管理組合の適切な運営及びマンション管理を支援するため、マンショ
ン管理士、一級建築士、再開発プランナーなどの資格を持つアドバ
イザーを派遣

○ 省エネルギー改修等助成制
度

LED照明や高効率空調機器等への省エネルギー改修を行う費用を助
成

環境政策課 03-5211-4256
○ ヒートアイランド対策助成

制度
ヒートアイランド現象緩和に寄与する、屋上緑化や高反射率塗料の
塗布等を行う費用を助成

中央区 ○ マンション管理士派遣 分譲マンションの維持管理・大規模修繕・建替えなどについて助言・
提案等を行うマンション管理士を管理組合の総会等に派遣 （一財）

中央区都市整備
公社

03-3561-5191
○ 分譲マンションアドバイ

ザー制度利用助成
（公財）東京都防災・建築まちづくりセンター実施のアドバイザー派
遣に要する費用の助成

○ 共同住宅等生活安全（防犯）
アドバイザー派遣

共同住宅に対して防犯対策の助言・提案等を行う防犯アドバイザー
を派遣 総務部　防災危

機管理課 03-3546-5087
○ 防犯設備整備費助成 防犯アドバイザー派遣を受けた共同住宅などに対して、防犯カメラ

などの整備費用の一部を助成

○ 分譲マンション共用部分リ
フォームローン保証料助成

住宅金融支援機構の融資を利用して行うマンション共用部分の修繕
工事に対し、（公財）マンション管理センターの債務保証料を助成

（一財）
中央区都市整備
公社

03-3561-5191
○ 分譲マンション共用部分改

修費用助成制度

分譲マンション管理組合による適切な維持管理や防災対策を推進す
るため、共用部分の修繕工事や防災対策工事を行う場合に、設計費
用や工事費用を助成

○ 分譲マンション計画修繕調
査費助成制度

管理組合が、大規模修繕を計画的に取り組むため専門調査業者に委
託した場合の、調査費を助成

○ 分譲マンション管理相談 適切な維持管理を促進するため、建築士事務所協会及びマンション
管理士会の協力を得て、建物の修繕計画や管理に関する相談を実施

港区
○

分譲マンション共用部分リ
フォーム融資の債務保証料
助成

管理組合が、住宅金融支援機構の融資を利用して行うマンション共
用部分の修繕工事に対し、（公財）マンション管理センターの債務保
証料を助成

住宅課 03-3578-2224

○ ○
分譲マンション等管理支援
事業（管理アドバイザー派
遣、劣化診断助成）

マンションの適正な管理、計画的な修繕を促進するために、管理組
合などに対して、管理アドバイザーの派遣や劣化診断に要する費用
を助成

新宿区 ○ マンション管理相談員派遣
制度

分譲マンションの管理組合などを対象に、総会・理事会・各種専門
委員会など区分所有者が集まる場へ専門家を派遣 住宅課 03-5273-3567

○ ○ 擁壁及びがけ安全化対策 擁壁等の所有者等が擁壁の安全化対策を実施する場合、コンサルタ
ントの派遣や築造等工事費を助成

建築指導課 03-5273-3745
○ エレベーター防災対策改修

支援事業
既設エレベーターに防災対策改修を行う所有者に対して、工事費を
助成

○ 吹付けアスベスト対策助成
等 吹付けアスベスト等の含有調査や除去等工事を行う場合の助成 建築調整課 03-5273-3544

文京区 ○ マンションアドバイザー制
度利用助成

（公財）東京都防災・建築まちづくりセンター実施のアドバイザー派
遣に要する費用の助成

住環境課 03-5803-1374

○ マンション管理士派遣 分譲マンションの維持管理・大規模修繕・建替えなどについて助言
等を行うマンション管理士を管理組合の総会等に派遣

○ 分譲マンション管理個別相
談

マンションの管理上の様々な問題について、経験豊富なマンション
管理士がアドバイス

○ 分譲マンション管理組合設
立支援

管理組合の設立、管理規約の制定などについて助言等を行うマンショ
ン管理士を会合等に派遣

○ マンション共用部分改修費
助成 共用部分のバリアフリー化工事に要する費用の助成

○
文京区新エネルギー・省エ
ネルギー設備設置費助成事
業

地球温暖化の原因となる温室効果ガスの排出削減に効果的な設備の
利用促進を図るため、新エネルギー・省エネルギー設備設置に係る
経費の一部を助成

環境政策課 03-5803-1276

台東区 ○ マンション計画修繕調査費
助成 計画修繕のための調査費用の助成 住宅課　マンシ

ョン施策担当 03-5246-9028

◦◦◦◦国・地方公共団体等の取組紹介
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東京都 台東区 ○ マンション共用部分バリア
フリー化支援助成制度

マンション（非木造・耐火建築物）の共用部分のバリアフリー化工
事を行う場合に要する費用の助成

住宅課　マンシ
ョン施策担当 03-5246-9028○ マンション管理・修繕相談

員派遣制度

日常の維持管理や修繕について相談できる専門的知識を有する相談
員（マンション管理士、一級建築士又は弁護士）を、理事会・勉強
会等に派遣

○ マンションアドバイザー利
用助成制度

（公財）東京都防災・建築まちづくりセンター実施のアドバイザー派
遣のうち「マンション建替え・改修アドバイザー制度」のB-1 コー
ス及びB-2コースを利用した管理組合に対する派遣料の助成

墨田区
○ 分譲マンションリフォーム

ローン償還助成
住宅金融支援機構のマンション共用部分リフォーム融資を利用して
共用部分のリフォーム工事を行う管理組合に対して利子補給

住宅課 03-5608-6215

○ 分譲マンションアドバイ
ザー制度利用助成

（公財）東京都防災・建築まちづくりセンター実施のアドバイザー派
遣に要する費用の助成

○ マンション管理無料相談会 マンション管理に関する様々な問題について、マンション管理士が
相談に応じ助言等を実施

○ 分譲マンション計画修繕調
査支援制度

マンションの管理組合が大規模修繕を行う前に、建物の計画修繕調
査を実施する際の調査費の一部を補助

○ 墨田区分譲マンションの健
康診断制度

マンション管理の国家資格を有するマンション管理士が、ヒアリン
グ、関係図書の閲覧等により、管理状況の診断を実施

○ 墨田区マンション管理ドク
ター派遣制度

マンション管理に関する課題を解決するため、マンション管理士を
派遣し、管理水準に応じた支援を実施

○ 墨田区地球温暖化防止設備
導入助成制度

地球温暖化防止・ヒートアイランド対策として、区内の建物に省エ
ネルギー機器等を導入する場合、工事費用の一部を助成 環境保全課 03-5608-6207

江東区
○

マ ン シ ョ ン 共 用 部 分 リ
フォーム融資債務保証料助
成制度

住宅金融支援機構からの融資を受け、（公財）マンション管理センター
に債務保証を委託した管理組合に対し、債務保証料を助成

住宅課　
住宅指導係 03-3647-9473

○ マンション計画修繕調査支
援制度

建築後７年以上経過したマンションの管理組合に対し、計画修繕の
ための調査費用を助成

○ マンション建替え・改修ア
ドバイザー派遣制度

（公財）東京都防災・建築まちづくりセンター実施のアドバイザー派
遣に要する費用の助成

○ マンション管理アドバイ
ザー派遣制度

（公財）東京都防災・建築まちづくりセンター実施のアドバイザー派
遣に要する費用の助成

品川区 ○ 住宅改善工事助成事業（エ
コ＆バリアフリー住宅改修）

マンション管理組合が共用部分のエコ・バリアフリー改修を行う場
合に、工事費用を助成

住宅課　
住宅運営担当 03-5742-6776

○ マンション管理・建替・修
繕相談

分譲マンションの維持管理・組合運営・建替・修繕などについて、
専門家による相談を実施

○ マンション管理士派遣 分譲マンションの維持管理・組合運営などについて助言等を行うマ
ンション管理士を派遣

○ 一級建築士派遣 分譲マンションの大規模修繕について助言等を行う一級建築士を派
遣

○ マンション建替え・改修ア
ドバイザー制度利用助成

（公財）東京都防災・建築まちづくりセンター実施のアドバイザー派
遣に要する費用の助成

目黒区 ○ 住宅修築資金融資あっせん
（団体融資）

共用部分の修繕等をするために資金が必要な方に、金融機関による
融資をあっせん

住宅課　
居住支援係 03-5722-9878

○
住宅用再生可能エネルギー
及び省エネルギー設備設置
費助成

LED照明や太陽光発電システム等の再生可能エネルギー及び省エネ
ルギー設備機器導入の費用を一部助成

環境保全課　
温暖化対策係 03-5722-9034

○ アスベスト（石綿）調査助
成制度

吹き付け材等のアスベスト分析調査を専門の調査機関に依頼する場
合の助成

環境保全課　
公害対策係 03-5722-9386

大田区 ○ 吹付けアスベスト分析調査
費助成 吹付けアスベストの分析調査を行う場合の補助 建築調整課 03-5744-1383

○ 住宅リフォーム助成（吹付
アスベスト除去工事）

集合住宅の共用部分の吹付けアスベスト除去工事を行う場合、工事
費用を一部助成

建築調整課 03-5744-1416
○ マンション管理無料相談 マンション管理の専門家であるマンション管理士による無料相談会

を開催

世田谷区
○ ユニバーサルデザイン生活

環境整備補助事業

世田谷区ユニバーサルデザイン推進条例の基準に即した改修工事が
対象
例：共同住宅の共用階段に手すりを設置

都市デザイン課 03-6432-7152

○ マンション管理アドバイ
ザー制度利用助成

（公財）東京都防災・建築まちづくりセンター実施のアドバイザー派
遣（Cコース）に要する費用の助成

居住支援課 03-5432-2504
○

マンション管理無料相談会
（マンション管理講座参加者
対象）

マンションの維持管理など、分譲マンションに関する問題について、
マンション管理士による相談を実施
（マンション管理講座の会場参加者が対象）

○ マンション相談（世田谷区
住宅相談内）

マンションの維持管理や大規模修繕、管理組合の運営やマンション
建替え円滑化法に関することなどを対象に、マンション管理士又は
一級建築士による無料相談を実施

居住支援課 03-5432-2499

世田谷区 ○ 民間建築物アスベスト含有
調査助成

アスベスト含有調査（民間建築物の吹付け材について行うアスベス
ト含有の有無に係る調査）に要する費用の一部を助成 環境保全課 　 03-6432-7137

渋谷区 ○ マンション管理無料相談 マンションの維持管理など、分譲マンション特有の問題について、
マンション管理士による相談を実施 住宅政策課　

住環境整備係 03-3463-3548
○ 分譲マンション長期修繕計

画作成等費用助成
分譲マンションの管理組合が、長期修繕計画の作成または見直しを
専門家などに委託する費用の一部を助成
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東京都 渋谷区 ○ 分譲マンション管理士派遣
制度

分譲マンションの管理組合の設立、管理規約の制定などについて助
言などを行うマンション管理士を、会合などに無料で派遣

住宅政策課　
住環境整備係 03-3463-3548

杉並区 ○ 住宅修築資金融資あっせん 自己所有住宅（マンション共用部分を含む）の修繕等のために資金
が必要な方に融資をあっせん 住宅課　管理係 03-5307-0661

豊島区 ○ 分譲マンション建替え・改修
アドバイザー制度利用助成

「東京都分譲マンション建替え・改修アドバイザー制度」を利用し、
建替えか改修かの検討を行う際の費用を助成

住宅課　マンシ
ョングループ 03-3981-1385○ マンション専門家派遣事業 マンションの管理組合運営などについて助言等を行うマンション管

理士を派遣

○ 分譲マンション計画修繕調
査費助成

マンションの管理組合を対象に長期修繕計画の作成や大規模修繕工
事のために行う建物診断費用を助成

○ エコ住宅普及促進費用助成
金（集合住宅共用部分）

地球環境を保全するという観点から、地球温暖化の原因とされる温
室効果ガスの削減に配慮した住宅用新エネルギー・省エネルギー機
器等の設置を行う方に対し、設置にかかる費用を助成

環境清掃部環境
政策課　事業グ
ループ

03-3981-2771

北区 ○ 分譲マンション管理無料相
談

管理組合の運営方法や建替問題などについてマンション管理士の専
門的見地からアドバイス

住宅課 03-3908-9201
○ マンション劣化診断調査費

用助成
マンションの老朽度調査（劣化診断）を行う管理組合に対し、費用
を助成

○ 再生可能エネルギー及び省
エネルギー機器等導入助成

太陽光発電システムやLED照明器具等といった、再生可能エネルギー
及び省エネルギー機器導入の費用を助成 環境課 03-3908-8603

荒川区 ○ 住宅増・修築資金融資あっ
せん

自宅や分譲マンションの共用部分の改修工事を行う場合に、融資の
斡旋、利子補給

住まい街づくり
課　住宅係 03-3802-4454○ 分譲マンションコンサルタ

ント派遣制度
分譲マンションの管理組合運営などについて助言等を行う専門家（マ
ンション管理士等）を派遣

○ 分譲マンション防災対策支
援制度

管理組合を対象にエレベーター防災対策改修工事や、耐震ドア改修
など、分譲マンションの防災対策にかかる費用の一部を助成

○ 新エコ助成事業 宅配ボックスの設置や直管型 LED照明器具への改修など、省エネル
ギー及び創エネルギー機器等の購入経費の一部を助成

環境課環境推進
係

03-5811-6850
03-5811-6463

板橋区

○ 分譲マンション管理アドバ
イザー派遣事業

管理組合等に対し、アドバイザーを派遣し、マンションの適正な維
持管理及び円滑な合意形成の支援並びにマンションの計画的な修繕
等に係る技術的支援及び助言を行う。マンション管理士又は一級建
築士を派遣

住宅政策課　住
宅政策推進係
（分譲マンショ
ン担当）

03-3579-2730

○ マンション個別相談会

マンション管理等に関する専門家であるマンション管理士が分譲マ
ンション管理組合役員、区分所有者等を対象にマンションに関する
様々な相談に対応（随時開催及びセミナーや講習会等において同時
開催）

練馬区 ○ 福祉のまちづくり整備助成 分譲マンション等の共同住宅（床面積1,000㎡以上）の共用部分を
バリアフリー化する改修費用を助成

建築課　福祉の
まちづくり係 03-5984-1649

○ 分譲マンションアドバイ
ザー制度利用助成

（公財）東京都防災・建築まちづくりセンター実施のアドバイザー派
遣に要する費用の助成 住宅課　管理係 03-5984-1289

中野区
○ 中野区省エネルギー設備等

の設置に係る補助金

省エネルギー設備等（太陽光発電システム、蓄電システム、高断熱窓・
ドアへの改修、エネファーム、エコキュート）の設置に係る経費の
一部を補助

環境課 03-3228-5516

足立区
○ 住宅改良助成 共用部分の段差解消や手すり設置、エントランス扉変更に対し、工

事費用を助成

建築防災課
耐震化推進第一
・第二係

03-3880-5317

足立区 ○ 分譲マンション管理アドバ
イザー派遣制度

分譲マンションの適正な維持管理や改修・建替え等を支援するため、
マンション管理士を管理組合に派遣 住宅課　

住宅計画係 03-3880-5963
○ 分譲マンション出張相談会 分譲マンションの適切な維持管理、管理組合運営を支援するために、

専門の相談員による出張相談会を実施

○ アスベスト対策費助成
建材のアスベスト分析調査（吹付材以外の建材や、分析の結果アス
ベスト非含有だった場合も助成対象）や、改修工事に伴う吹付アス
ベストの除去作業に要する費用の助成

生活環境保全課
アスベスト対策
係

03-3880-8041

葛飾区 ○ 分譲マンションアドバイ
ザー制度利用助成

（公財）東京都防災・建築まちづくりセンター実施のアドバイザー派
遣に要する費用の助成 住環境整備課 03-5654-8352

江戸川区
○ 分譲マンション無料相談会

分譲マンションの維持管理に関するさまざまな問題に対応するため、
分譲マンション管理組合役員、区分所有者等を対象にマンション管
理士による相談会を実施 建築指導課　耐

震化促進係 03-5662-6389

○ マンションアドバイザー制
度利用助成

「マンション管理アドバイザー制度」又は「マンション建替え・改修
アドバイザー制度」を利用する管理組合等に対して、派遣料を助成

多摩市 ○ 住宅アドバイザー派遣制度 分譲マンションの管理組合が抱えている問題（長期修繕計画、建替え、
管理規約等）に対して、アドバイザーを派遣 都市計画課　

住宅担当 042-338-6817
○ マンション建替え・改修ア

ドバイザー制度利用助成
（公財）東京都防災・建築まちづくりセンター実施のアドバイザー派
遣に要する費用の助成

神奈川県 神奈川県 ○ マンションアドバイザー派
遣事業

マンション管理等に関する専門家、マンションアドバイザーを派遣
し、管理運営等のアドバイスを実施

住宅計画課　民
間住宅グループ 045-210-6557

横浜市 ○ マンション専門家派遣事業 分譲マンションの適正な維持管理や改修・建替え、省エネ改修等を
支援するため、マンション管理士を管理組合に派遣

住宅再生課 045-671-2954○ マンション再生支援事業（検
討費助成）

マンション管理組合がマンション再生活動（大規模改修や建替えに
関する検討）を行う際に要する費用を補助

○ マンション・バリアフリー
化等支援事業

分譲マンションの共用部分または敷地のバリアフリー化等整備工事
（廊下や階段などの段差解消や手すりの設置など）を行う際に要する
費用を補助

◦◦◦◦国・地方公共団体等の取組紹介
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神奈川県 横浜市
○ 横浜市民間建築物吹付けア

スベスト対策事業

吹付け建材のアスベストの含有調査、吹付けアスベスト等の除去等
（除去又は封じ込め）工事に要する費用を補助（マンションは共用部
分のみ対象）

建築防災課 045-671-2928

川崎市 ○ マンション段差解消工事等
費用助成制度 段差解消工事等に要する費用を助成 住宅整備推進課 044-200-2996

○ 住まいアドバイザー派遣制
度

分譲マンションの管理組合の運営等について、窓口相談のうえ、現
地相談が必要と確認されたものについてアドバイザーを派遣

川崎市住宅供給
公社　ハウジン
グサロン

044-874-0180

相模原市
○ 分譲マンションアドバイ

ザー派遣制度

分譲マンションの管理組合などの自主的な取組みを支援するため、
管理組合の設立・管理規約の見直し・大規模修繕・改修や建替え等
について、専門家が現地に赴いてアドバイスを実施 住宅課　

住宅政策班 042-769-9817

○ 個人住宅吹き付けアスベス
ト対策費補助

マンションの共用部分のアスベストの含有調査と除去工事を行う管
理組合に補助金を交付

横須賀市

○ マンション相談会

管理組合の運営や建物の修繕・維持管理などについて問題を抱える
マンション管理組合を支援し、市内のマンションの管理の適正化を
推進するため、マンション相談会（定期相談会・出張相談会）を開
催 まちなみ景観課 046-822-8077

○ まちづくりアドバイザー（マ
ンション建て替え）派遣

マンション建て替えについて検討している管理組合を対象に、マン
ションの建て替えの専門家（まちづくりアドバイザー）を派遣し相
談に応じるほか、勉強会・研修会開催を支援

平塚市

○ 分譲マンション管理相談

マンションに関わる次の相談にマンション管理士が対応
・管理組合運営の相談（総会・理事会運営・管理会社・管理規約等）
・大規模修繕工事の相談（工事の進め方、業者の選定等）
・マンション生活上のトラブル相談（ペット・生活騒音・相隣相談）
など

市民情報 ･相談
課 0463-21-8764

鎌倉市

○ マンション管理相談 マンションの修繕や管理規約の改正、理事会運営などマンション管
理にかかわる相談にマンション管理士が対応

共生共創部地域
共生課　くらし
と福祉の相談担
当

0467-61-3864

藤沢市 ○ 分譲マンション管理相談 分譲マンションに係わる相談に、マンション管理士が対応 市民相談情報課　
広報・相談担当 0466-50-3568

○ マンション管理アドバイ
ザー派遣

マンション管理士を派遣し、マンションの管理や管理組合の運営に
関する知識の普及や支援を実施

住まい暮らし政
策課 0466-50-3541

小田原市
○ 小田原市分譲マンション管

理相談

分譲マンションの管理組合の運営全般、規約の見直し、大規模修繕、
長期修繕計画の見直しやその他日常生活のトラブルに関する相談な
どにマンション管理士が対応

都市政策課　
都市調整係 0465-33-1307

茅ヶ崎市 ○ 茅ヶ崎市住まいの相談窓口 一般社団法人神奈川県マンション管理士会と協定を締結しており、
マンション管理組合等からの相談を同会に連携

都市政策課　
住宅政策担当 0467-81-7181

逗子市
○ マンション管理相談 マンション管理組合の運営、管理規約改正、修繕などマンション全

般についての相談にマンション管理士が対応

市民協働課　
人権・男女平等
参画係

046-872-8156

秦野市 ○ 暮らしの相談（マンション
管理）

管理組合の運営、規約、修繕、積立などに関する相談にマンション
管理士等が対応

市民相談人権課　
市民相談担当 0463-82-5128

厚木市 ○ マンション管理相談 分譲マンション管理組合役員又は区分所有者の代表者を対象に、マ
ンション管理に関する相談を実施

住宅課　
住宅政策係 046-225-2330

○ 厚木市分譲マンションアド
バイザー派遣

マンションの維持管理において課題を抱えているマンション管理組
合に対し、マンション管理士等の専門家をアドバイザーとして派遣
し、適正管理に向けた支援を実施

大和市
○ マンション管理相談

管理費滞納問題、理事会・総会運営、防犯・防災対策、管理規約改正、
修繕などマンション全般に関する相談にNPOかながわ県央マンショ
ン管理組合ネットワークの相談員が対応

市民相談課　
市民相談係 046-260-5104

伊勢原市 ○ マンション管理相談 マンション管理組合の運営や大規模修繕工事に関することなどにつ
いて、マンション管理士が相談に対応

建築住宅課　
住宅係 0463-94-4782

海老名市

○ 令和 7年度分譲マンション
管理無料相談会

分譲マンションの管理組合の運営全般、管理規約・管理委託契約書
の見直し、長期修繕計画の策定・見直し、大規模修繕工事の実施、
その他ペット、騒音、駐車場問題などについて、マンション管理士
が相談に対応

住宅まちづくり
課

住宅政策係：
046-235-9606
まちづくり支援係：
046-235-9392

座間市 ○ 分譲マンション相談（近隣
問題や管理組合）

市内分譲マンションにお住まいの方の近隣問題や、管理組合でマン
ション管理をする上での問題について専門の相談員が相談に対応

市民広聴課　
市民広聴係 046-252-8218

石川県 金沢市 ○ 分譲マンション適正管理ア
ドバイザー派遣制度

管理組合にマンション管理士を無料で派遣し、マンション管理に関
する相談に対応 住宅政策課 076-220-2333

山梨県 山梨県
○ アスベスト（石綿）飛散防

止対策
吹付アスベスト等除去等工事に対する補助制度がある市町村に補助
補助制度を有する市町村はリンク先（山梨県ＨＰ）に掲載 建築住宅課 055-223-1734

甲府市
○ アスベスト飛散防止対策事

業
吹付けアスベスト等の調査や除去工事等（除去、封じ込め又は囲い
込みの措置）を行う場合に、その費用の一部を補助 建築指導課 055-237-5828

静岡県 静岡県

○ マンション管理士派遣
派遣を希望するマンション管理組合や管理不全の恐れがある管理組
合に対して、マンション管理士を派遣し、管理組合に対する自立運
営を支援

マンション管理
適正化推進協議
会（事務局：静
岡県くらし・環
境部住まいづく
り課）

054-221-3081

浜松市
○ 天竜材ぬくもり空間創出事

業

FSC認証材を使用して市内の非住宅建築物（分譲マンションの居住
部分以外など）の木造・木質化を行う施主に対し、その木造・木質
化の費用の一部を助成

林業振興課 053-457-2159
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長野県 長野市 ○ 分譲マンション管理・運営
等に関する相談会

分譲マンションの維持管理や管理組合の運営、修繕・建替え等につ
いて、専門家による相談を実施

住宅課 026-224-5424
○ 分譲マンション管理セミ

ナー
マンションの管理の適正化に関する啓発および知識の普及を図るこ
とを目的としたセミナー

愛知県 愛知県

○ マンション管理士派遣事業 マンション管理に関する勉強会への講師派遣（自主管理組合に限る）

マンション管理
推進協議会（愛
知県建築局公共
建築部住宅計画
課）

052-954-6569

名古屋市
○ 分譲マンション専門家派遣

事業

個々のマンション管理組合の課題に応じた助言や管理組合による勉
強会等での講師を行うため、マンション管理に関する専門家である
マンション管理士を派遣

住宅企画課 052-972-2960

○ マンション外部役員派遣事
業

管理組合が組織化されていない、管理規約がないといったマンショ
ンの管理組合等へ、マンション管理の専門家であるマンション管理
士を派遣し、マンション管理組合の外部役員の立場で管理組合の運
営を支援

○ マンション再生アドバイ
ザー派遣事業

管理組合の勉強会などに再生アドバイザー（再開発プランナーなど
の資格及び再生に関する実務経験を有する者）を2名派遣し、必要
な助言や情報提供を実施

○ マンション長期修繕計画作
成支援事業

長期修繕計画を作成していないマンションの管理組合へ、マンショ
ン管理の専門家であるマンション管理士を派遣し、長期修繕計画の
作成を支援

○ マンション再生検討支援事
業

マンションの再生に向けた基礎的な調査や手法検討などを専門家に
業務を委託する経費の一部を管理組合に対して補助

○ マンション修繕工事に関す
る発注支援事業

分譲マンションの供給や管理、市営住宅などの修繕工事の発注実績
がある名古屋市住宅供給公社が公正・中立な立場で修繕工事の発注
に関する無料相談を実施

○ マ ン シ ョ ン 共 用 部 分 リ
フォーム融資利子補給制度

市内のマンションの管理組合が、独立行政法人住宅金融支援機構か
らマンション共用部分リフォーム融資を受ける際に、当該融資を対
象として名古屋市が利子補給

滋賀県 滋賀県
○ スマート・ライフスタイル

普及促進事業

家庭部門におけるCO₂ ネットゼロの取組を促進するため、既存住宅
への断熱改修や太陽光発電、高効率給湯器等の再エネ・省エネ設備
の導入に対して支援する。

CO₂ ネットゼ
ロ推進課 077-528-3491

草津市

○ 草津市マンション管理士派
遣事業

マンションの管理組合による主体的なマンション管理および適切な
管理組合の運営を支援することを目的に、マンション管理組合から
の求めに応じ、一般社団法人滋賀県マンション管理士会を通じてマ
ンション管理士を派遣し、必要な情報提供、助言および指導等を行う。

建築政策課 077-561-1502

大津市 ○ 大津市マンション管理士派
遣事業

市内のマンション管理組合からの要請に応じて、マンション管理士
を派遣し、マンション管理に必要な知識・情報等を提供 住宅政策課 077-528-2786

栗東市
○ 栗東市マンション管理士派

遣事業

市内のマンション管理組合からの要請に応じて、マンション管理士
を派遣し、マンション管理・運営などに関するアドバイスや相談を
行う。

住宅課 077-551-0347

京都府 京都市
○ 分譲マンション管理アドバ

イザー派遣制度

分譲マンションが常に優良な住宅ストックとして維持、更新される
よう、管理運営に必要な知識について助言を行う専門家（アドバイ
ザー）を派遣

京（みやこ）安
心すまいセンタ
ー

075-744-1670

宇治市

○ 分譲マンション管理アドバ
イザー派遣事業

マンション管理に必要な知識・情報などを提供し、管理組合の自立
運営や適切な管理を支援するとともに、マンションの良好な居住環
境の確保を図るため、宇治市がマンション管理アドバイザーとして
マンション管理士を派遣

建築指導課 0774-20-8794

長岡京市 ○ マンション管理士派遣制度 マンション管理士を派遣することにより、管理組合の適切な運営及
び管理組合によるマンションの適正な管理を支援する。 住宅営繕課 075-955-9523

大阪府 大阪府

○ アドバイザーの派遣 マンションの適正な管理運営その他日常管理に関すること及び建替
え等の管理組合内の勉強会に専門家を派遣

大阪府分譲マン
ション管理・建
替えサポートシ
ステム推進協議
会（大阪府都市
整備部住宅建築
局居住企画課）

06-6210-9706

大阪市

○ 分譲マンション勉強会支援
アドバイザー派遣制度

分譲マンションの管理組合等が実施する勉強会を支援するため、そ
の講師として、一級建築士や弁護士などの専門家を無料で派遣し、
建物の技術的な内容や法的な問題等に関して、一般的なアドバイス
を実施

住宅政策課 06-6208-9637○ 分譲マンション管理適正化
支援アドバイザー派遣制度

築30年以上で管理に課題を抱える分譲マンションの管理の適正化
を支援するため、建築士・弁護士・マンション管理士などの専門家
を無料で派遣し、それぞれのマンションが抱える課題の解決に向け
たアドバイスを実施

○ 分譲マンション再生検討費
助成制度

再生（改修、建替え、敷地売却、敷地分割）に向けた検討を行う管
理組合に対して、検討費用の一部を補助

○ 分譲マンション長期修繕計
画作成費助成制度

長期修繕計画の作成又は見直しを行う管理組合に対して、作成費用
の一部を補助

○ 大阪市エレベーター防災対
策改修補助事業

既存の共同住宅に設けられているエレベーターを現在の安全基準に
適合させるための防災対策改修に係る費用を一部補助（エレベーター
を全面的にリニューアルし確認申請を要する場合を除く）

計画調整局　
建築確認課 06-6208-9304

堺市
○ 分譲マンション建替え支援

制度

分譲マンションの建替えを円滑に進めるため、管理組合が建替え計
画立案を行う活動でアドバイザーを活用する際に必要となる経費を
補助

住宅施策推進課 072-228-8215

◦◦◦◦国・地方公共団体等の取組紹介
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大阪府 堺市 ○ 住宅専門家相談 分譲マンションをはじめ住宅に関する専門家相談（弁護士による法
律相談・マンション管理士による管理相談）

住宅施策推進課 072-228-8215
○ 分譲マンション専門家派遣

事業
分譲マンションの管理組合等に対し、無料でマンション管理士を派
遣し、マンションの管理適正化に向けた支援を行う。

○ アスベスト調査助成 アスベストを含んでいるおそれがある吹き付け材について行うアス
ベスト含有の調査費用に対する補助

建築防災推進課 072-228-7482
○ アスベスト工事助成 アスベストを含む吹き付け材の除去、封じ込め、囲い込みの措置を

行う工事に要する費用に対する補助

○ エレベーター防災対策改修
補助

高さ31メートルを超え、延べ床面積が1,000㎡以上で、管理組合
のあるマンションに設けられているエレベーターを現在の安全基準
に適合させるための防災対策改修工事費用の一部補助制度（防災対
策改修工事が確認申請を必要な場合を除く）

○ 住宅向け再生可能エネル
ギー機器等導入支援事業

太陽光発電システム又は電気自動車用充電設備を導入した場合、要
した費用の一部を補助

環境エネルギー
課 072-228-7548

高槻市

○ 集合住宅省エネルギー改修
補助金

高槻市では地球温暖化対策の一環として、高槻市内の集合住宅で、
次の省エネルギー改修を実施する際の、費用の一部を助成
①�共有部分の照明設備を LED照明に改修するもの（以下の②～⑤の
いずれかと同時に実施する場合のみ）

②高反射率塗装を用いて塗装するもの
③窓を二重窓又は複層ガラスに改修するもの
④壁または屋上を断熱改修するもの
⑤自然エネルギー設備等を導入するもの "

環境政策課 072-674-7486

豊中市
○

豊中市マンション管理適正
化支援事業アドバイザー派
遣制度

課題に直面するマンションに対し、専門家を派遣することで、管理
組合等による主体的な管理運営を支援

住宅課 06-6858-2741

○
豊中市マンション管理適正
化支援事業管理組合向け郵
便受け設置補助

マンション管理に関する情報が確実に届くよう、管理組合用郵便受
けを新たに設置する場合にその費用の一部を補助

兵庫県 兵庫県
○ マンションアドバイザー派

遣事業
マンションの適正な管理運営、計画的な修繕・建替を考えている管
理組合等の勉強会に専門家のアドバイザーを派遣

ひょうご住まい
サポートセンタ
ー

078-855-5170

○ マンション管理組合担い手
支援事業

分譲マンションの管理組合役員の担い手不足を解消するため、外部
専門家であるマンション管理士を活用する際の費用の一部を補助

住宅政策課　住
宅政策班 078-362-3583

神戸市 ○ 専門家派遣制度 マンションの維持・管理についての広範な知識と経験を有する専門
家ーを派遣 神戸市すまいの

安心支援センタ
ー「すまいるネ
ット」

078-647-9908
○ マンション管理適正化支援

補助

分譲マンションの劣化調査診断を実施する際の費用、長期修繕計画
を作成する際の費用および再生手法を比較検討する際の費用の一部
を補助

姫路市 ○ マンション管理相談 マンション問題に関する相談に（一社）兵庫県マンション管理士会
所属の専門家が対応

住宅課 079-221-2642
○ 姫路市分譲マンション管理

アドバイザー派遣
マンション管理士等の専門家を、希望する分譲マンション管理組合
の理事会等に派遣

尼崎市 ○ 尼崎市分譲マンションアド
バイザー派遣事業

管理組合の適切な運営及びマンション管理を支援するため、マンショ
ン管理士、一級建築士などの専門資格をもつアドバイザーを派遣

住宅政策課 06-6489-6608
○ 分譲マンション共用部分バ

リアフリー化助成事業
高齢者等が住み慣れた住宅で安心して自立した生活を送るため、分
譲マンションの共用部分のバリアフリー化工事に要する経費を助成

西宮市 ○ 人生いきいき住宅改造助成
事業 [共用型 ] 共用部分のバリアフリー化工事に要する費用の助成

すまいづくり推
進課

0798-35-3778

○ 分譲マンション管理アドバ
イザー派遣事業

マンション管理士などのマンションに関する専門資格をもつアドバ
イザーをマンションの管理組合等に派遣 0798-35-3772

芦屋市 ○ 分譲共同住宅共用部分バリ
アフリー化助成事業

分譲共同住宅の階段等に手すりや段差解消のスロープを設置するな
ど、共用部分のバリアフリー化を進めるための工事費を助成

建築住宅課 0797-38-2721
○ 住宅相談窓口

一級建築士やマンション管理士がマンションを訪問し、分譲マンショ
ン管理組合の役員や居住者の方を対象に、マンションの建替え及び
大規模改修等の相談等についての出張講座を行う。

伊丹市 ○ 分譲共同住宅共用部分バリ
アフリー化助成事業

分譲共同住宅の階段等に手すりや段差解消のスロープを設置するな
ど、共用部分のバリアフリー化を進めるための工事費を助成 住宅政策課 072-784-8069

宝塚市 ○ 住宅改造資金助成制度（分
譲共同住宅の共用部分対象）

分譲共同住宅の階段等に手すりや段差解消のスロ－プを設置するな
ど、共用部分のバリアフリ－化を進めるための工事費を助成 住まいづくり推

進課 0797-77-2018
○ マンション管理アドバイ

ザー派遣事業
管理組合の自立的運営や適切な管理を支援するため、マンション管
理士などの専門資格をもつアドバイザーを派遣

川西市 ○ 住宅改造費助成事業（共同
住宅（分譲）共用型）

対象となる共同住宅の管理組合が共同住宅の共用部分に高齢者等に
配慮したバリアフリー改造を実施する際の費用の一部を助成 地域福祉課 072-740-1174

○ 分譲マンション管理アドバ
イザー派遣制度

管理不全による危険な老朽化マンションの発生を未然に防止し適切
な維持管理を支援するためにマンション管理アドバイザーを派遣 住宅政策課 072-740-1205

丹波篠山
市 ○ 丹波篠山市人生いきいき住

宅助成事業 共用部分のバリアフリー化工事に要する費用の一部を助成 長寿福祉課 079-552-6928

猪名川町 ○ 人生いきいき住宅改造助成
事業 共用部分のバリアフリー化工事に要する費用の一部を助成 福祉課 072-766-8701

神河町 ○ 人生いきいき住宅助成事業 共用部分のバリアフリー化工事費の一部を助成 健康福祉課 0790-32-2421

奈良県 奈良県 ○ マンション管理無料相談 管理組合の運営やマンションの修繕や日常生活に関わるトラブルと
その対処などの相談にマンション管理士を派遣 住宅課 0742-27-7544
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鳥取県 鳥取市 ○ 鳥取市アスベスト撤去支援事
業 吹付けアスベスト等の分析調査や除去等工事に要する費用の補助 建築指導課 0857-30-8362

米子市

○ アスベスト撤去支援事業

市内の建築物で、吹付アスベストが使用されている恐れがある建材
の分析調査の全部を補助。
または、吹付アスベストが使用されている建材の撤去・封じ込め・
囲い込みに係る工事費の一部を補助

建築相談課 0859-23-5227

岡山県 岡山市 ○ マンション管理士派遣制度 管理組合運営やマンションの維持管理などに関する問題を抱えるマ
ンション管理組合等に対し、マンション管理士を派遣 住宅課 086-803-1466

倉敷市 ○ マンション管理士派遣制度 管理組合運営やマンションの維持管理などに関する問題を抱えるマ
ンション管理組合等に対し、マンション管理士を派遣 住宅課 086-426-3531

広島県 広島市 ○ マンション管理士派遣制度 分譲マンションの管理に関する支援を必要としている管理組合に対
して、専門家であるマンション管理士を派遣 住宅政策課 082-504-2292

○ 広島市民間建築物吹付けア
スベスト除去等補助制度

建築物の所有者又は管理者が行う吹付けアスベストの分析調査及び
除去工事等に要する経費について補助金を交付 建築指導課 082-504-2288

東広島市
○ 東広島市民間建築物アスベ

スト対策事業

建築物の壁、柱、天井等に使用された吹付建材等にアスベストが含
有されているおそれがある場合、建築物の所有者等が行うアスベス
ト含有調査に要する経費に対し、一定額を限度に補助を行う。

建築指導課 082-420-0956

山口県 下関市 ○ 下関市マンション管理アド
バイザー派遣事業

マンション管理組合等の適切な運営及び管理を支援するため、マン
ション管理アドバイザーを派遣 住宅政策課 083-231-1941

周南市
○ マンション管理士派遣制度

管理不全の兆候があるマンション等に対し、管理組合の自立支援や
適切な管理について支援を行うため、マンションアドバイザーを派
遣

住宅課 0834-22-8334○ マンション管理相談窓口開
設

管理組合が抱える様々な問題に対して、マンション専門家による助
言を行うための相談窓口を年２回程度設置

○ マンション管理無料相談会 専門家と連携した管理組合向けの相談会を開催

○ マンション管理基礎セミ
ナー

マンション専門家による、マンション管理や維持保全、トラブルの
解決方法等についてのセミナーを開催

香川県 高松市 ○ マンション管理無料相談会 分譲マンションの管理組合の運営、大規模修繕工事などに関する相
談に、マンション管理士が対応

住宅政策課 087-839-2136
○ 高松市マンション管理士派

遣事業

マンションの管理組合の適切な運営及びマンションの適切な管理を
支援するため、マンション管理士を派遣し、マンションの管理に必
要な知識・情報等を提供

高知県 高知県 ○ 高知県民間建築物吹付けア
スベスト等含有調査事業

吹付けアスベスト等の含有調査を行う調査者の派遣、試料の採取、
分析調査、調査結果の報告 住宅課 088-823-9859

福岡県 福岡県 ○ マンション管理相談窓口 分譲マンションの管理組合からの、管理・運営に関する相談に、マ
ンション管理士が相談対応 一般社団法人　

福岡県建築住宅
センター

092-725-0876

○ マンション管理士派遣事業 分譲マンションの管理組合における適正な管理・運営を支援するた
め、無料でマンション管理士を派遣し、管理組合の相談に対応 092-781-5169

北九州市 ○ マンション管理士派遣事業 管理組合の様々な相談に現地で対応するためマンション管理士を派
遣

住まい支援室 093-582-2288

○ マンション管理規約適正性
診断事業

「これまでに一度も管理規約を見直ししたことがない」、「現行の管理
規約と管理運営の整合がとれていない」という管理組合のため、管
理規約を無料でマンション管理士が診断

○ 北九州市マンション管理再
生促進事業補助金

長期修繕計画や管理規約の作成又は見直しを行う管理組合に対して、
作成費用の一部を補助

○ マンション管理に関する相
談 市の無料住宅相談の中で、マンション管理に関する特別相談を実施

○ マンション管理お試し診断
事業

①マンションの管理状況診断②管理計画認定項目診断の２種類のメ
ニューを設け、マンション管理士等によるヒアリングのもと、管理
レベルを簡易的に診断

○ アスベスト除去の補助事業 吹付けアスベスト等の分析調査や除去等工事に要する費用の補助 建築指導課 093-582-2531

福岡市 ○ マンション管理士派遣事業 管理組合にマンション管理士を無料で派遣し、マンション管理に関
する相談に対応

住宅計画課 092-711-4598○ 高経年マンション運営支援
事業

築40年以上の分譲マンションを対象にアドバイザーの派遣や特別
相談を無料で実施

○ マンション管理規約適正性
診断

マンション管理士が管理規約の適正性を診断し、管理組合の現状に
応じたアドバイスを実施

○ マンション管理相談 マンション管理士による「マンション管理相談」を実施
福岡市住宅相談
コーナー 092-711-4808

○ マンションライフサイクル
シミュレーション相談

（独）住宅金融支援機構の「マンションライフサイクルシミュレーショ
ン～長期修繕ナビ～」を用いて、マンションの「平均的な大規模修
繕工事費用」などの試算等を対面で実施

○ 福岡市マンション再生検討
等促進事業補助金

マンションの再生に向けた現状調査、区分所有者等の意向調査、再
生手法の比較検討、長期修繕計画の作成・見直し等に要する経費に
対し、一部を補助

住宅計画課 092-711-4598

○ 福岡市民間建築物吹付けア
スベスト除去等対策事業 吹付けアスベスト等の分析調査や除去等工事に要する費用の補助 建築調整課 092-711-4586

○
次世代自動車の普及に向け
た支援事業（充電設備）補
助金

電気自動車等の普及により地球温暖化対策を進めるため、電気自動
車等の充電設備の設置経費の一部を助成

福岡市地球温暖
化対策市民協議
会事務局（担当
：環境局 脱炭素
事業推進課）

092-711-4204

◦◦◦◦国・地方公共団体等の取組紹介
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地方公共団体名
アドバ
イザー
派遣

改良
工事の
助成

制　　度　　名 制　度　概　要 担　当　課 電話番号

福岡県 福岡市
○  脱炭素建築物誘導支援事業

（ZEB、ZEH-M設計補助）

建築物の脱炭素化を推進するため、省エネ性能の高い建物であるＺ
ＥＢ（ゼブ）、ＺＥＨ－Ｍ（ゼッチマンション）の建設（改修を含む。）
に係る設計費の定額補助を実施

環境局　脱炭素
社会推進課 092-711-4282

大牟田市 ○ 大牟田市アスベスト含有調
査に関する補助 吹付けアスベスト等の分析調査費用の補助 建築住宅課 0944-41-2787

久留米市 ○ マンション管理に関する相
談 マンション管理に関する相談を実施 住宅政策課 0942-30-9139

○ マンション管理士相談
管理組合の運営・管理等に関する問題、大規模修繕・建物や設備の
管理、区分所有者や管理組合の関係者とのトラブルなどの相談に対
応

広聴・相談課 0942-30-9017

○ マンション管理士派遣事業 分譲マンションの管理組合の適正な管理・運営を支援するため、無
料でマンション管理士を派遣 住宅政策課 0942-30-9139

佐賀県 佐賀県 ○ アスベスト分析費補助 吹付けアスベスト等の分析調査費用の補助 建築住宅課 0952-25-7165

佐賀市 ○ マンション管理相談会 マンションの入居者、管理組合等を対象に、マンション管理に関す
る無料の相談会を実施 建築住宅課 0952-40-7291

長崎県 長崎県 ○ 長崎県建築物アスベスト改
修事業 吹付けアスベスト等の分析調査や除去等工事に要する費用の助成 建築課 095-824-1111

（内3093）

熊本県 熊本県
○ 熊本県公営住宅等関連事業

推進事業補助金

分譲マンションの適正な管理運営の支援として、専門家等による相
談業務を実施するために開設する相談所等の運営に要する経費を補
助金として交付

住宅課 096-333-2547

熊本市 ○ マンション長期修繕計画作
成支援事業 長期修繕計画の作成や見直しに要する費用の一部を補助

住宅政策課

096-328-2989
　　　　　（直）○ マンション管理士派遣事業 管理組合の自立的運営や適切な管理を支援、マンションの良好な居

住環境の確保を図るため、マンション管理士を派遣

○ マンション管理相談会 一般社団法人熊本県マンション管理士会主催による「マンション管
理相談会」を開催

○ 民間建築物吹付けアスベス
ト含有調査事業

民間の既存建築物に施工されている吹付けアスベスト等の含有調査
に要する費用の一部を補助 096-328-2449

　　　　　（直）
○ 民間建築物吹付けアスベス

ト除去等事業
民間の既存建築物に施工されている吹付けアスベスト等の除去等に
要する費用の一部を補助

大分県 大分市 ○ 分譲マンションの管理に関
する無料相談

管理組合の運営及び管理規約等に関する相談について、マンション
管理士による無料相談を実施

住宅課
097-585-5072

○ 吹付けアスベストの分析及
び除去等に対する補助

吹付けアスベストの分析調査、除去等（除去、封じ込めまたは囲い
込み）にかかる費用を補助 097-585-6012

別府市 ○ マンション管理士派遣制度 分譲マンションの管理運営で課題を抱えるマンション管理組合に対
して、マンション管理士を派遣 都市計画課　

建築指導係 0977-21-1487
○ アスベスト分析事業補助金

交付制度 アスベスト含有の有無についての調査にかかる費用を補助

宮崎県 宮崎市
○ 宮崎市アスベスト関連補助

事業

一定規模以上の民間建築物に、吹付けアスベスト等が使用されてい
ないかどうかを把握するための分析調査費用及び吹付けアスベスト
等使用建築物の吹付アスベスト除去等費用を助成

建築行政課 0985-21-1813

鹿児島県 鹿児島市 ○ 分譲マンションアドバイ
ザー派遣事業

マンションの適正な維持管理や改修・建替えを支援するため、マン
ションアドバイザーを管理組合に派遣

建築指導課 099-216-1358○ 分譲マンション専門家によ
る相談窓口

管理組合が抱える様々な問題に対して、専門家による助言を行うた
め、関係専門家団体と連携を図り、相談窓口を市役所内に設置

○ 民間建築物アスベスト対策
事業 アスベストの分析調査及び除去等の経費に対し一部を補助

（注）「アドバイザー派遣」には、アドバイザーを派遣する制度の他、アドバイザー等の専門家を活用した際の費用に対する助成、相談会の開催を含んでいます。
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